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１．水道事業体における鉛製給水管対策の状況 
 
1.1 鉛製給水管の使用実態に関する調査 

 鉛製給水管の使用実態に関する調査は、1991（平成 3）年度、1993（平成 5）年度、1999
（平成 11）年度、2004（平成 16）年度に実施されている。 
 ここでは、2004（平成 16）年度に実施された結果について、鉛製給水管布設替促進方策

検討委員会報告書（平成 17 年 3 月、（社）日本水道協会）からの抜粋を示す。 
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【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討委員会報告書（平成 17 年 3 月）】 
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【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討委員会報告書（平成 17 年 3 月）】 
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【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討委員会報告書（平成 17 年 3 月）】 
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【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討委員会報告書（平成 17 年 3 月）】 
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【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討委員会報告書（平成 17 年 3 月）】 

 

1.2 水道統計 

 
（１）残存件数・延長把握状況 

 鉛製給水管の残存状況を「全て把握している」事業体数は、増加傾向にあるものの、2008
～2009（平成 20~21）年度では同程度となっている一方で、2009（平成 21）年度時点で約

20％の事業体が把握していない状況にある。（市町村合併等による事業統合などで事業体数

合計は減少傾向にある。） 
 また、公道部・宅地部別の把握状況は、公道部の方が把握している割合（「全て把握して

いる」「一部把握している」）が高い状況である。 
 給水人口規模別にみると、人口規模が大きいほど把握している割合（「全て把握している」

「一部把握している」）が高くなる傾向にある。また、給水人口 5 万人以下の事業体では「把

握していない」割合が高くなっている。この傾向は 2008（平成 20）年度、2009（平成 21）
年度でほとんど変化はない。 
 

表 1.2-1 年度別把握状況の推移 
区分 H17 H18 H19 H20 H21

全て把握している 813 832 848 882 887

一部把握している 341 354 345 252 243

把握していない 282 248 251 313 333

計 1,436 1,434 1,444 1,447 1,463

全て把握している 56.6 58.0 58.7 61.0 60.6

一部把握している 23.7 24.7 23.9 17.4 16.6

把握していない 19.6 17.3 17.4 21.6 22.8

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

全調査事業体数 1,601 1,572 1,556 1,519 1,465
回答事業体数 1,579 1,556 1,550 1,513 1,463

回答率 98.6 99.0 99.6 99.6 99.9

事業体数

事業体数比率

回答率
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図 1.2-1 年度別把握状況の推移 
 

表 1.2-2 把握状況（公道部・宅地部別、2007（平成 19）年度） 
区分 全て把握している 一部把握している 把握していない 計

全体 923 344 278 1,545

公道部 1,013 203 311 1,527

宅地部 870 222 434 1,526

全体 59.7 22.3 18.0 100.0

公道部 66.3 13.3 20.4 100.0

宅地部 57.0 14.5 28.4 100.0

事業体数

事業体数
比率（％）

 
2007（平成 19）年度実績（水道統計において公道部・宅地部別のデータがある最新年度） 
注 1. 宅地部は私道を含む。 

鉛製給水管の残存状況の把握状況（公道部・宅地部）
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図 1.2-2 把握状況（公道部・宅地部別、2007（平成 19）年度） 
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表 1.2-3 把握状況（給水人口規模部別、2009（平成 21）年度） 

給水人口規模等 件数

全て把握している 一部把握している 把握していない 計

～10,000 257 36 88 381
～50,000 397 112 146 655
～100,000 129 56 21 206
～500,000 122 64 10 196
500,001～ 13 12 0 25

計 905 286 256 1,447
～10,000 67.5 9.4 23.1 100.0
～50,000 60.6 17.1 22.3 100.0
～100,000 62.6 27.2 10.2 100.0
～500,000 62.2 32.7 5.1 100.0
500,001～ 52.0 48.0 0.0 100.0

計 62.5 19.8 17.7 100.0

事業体数

事業体数比率

 
給水人口規模等 延長

全て把握している 一部把握している 把握していない 計

～10,000 255 36 90 381
～50,000 392 105 158 655
～100,000 119 49 38 206
～500,000 112 45 39 196
500,001～ 9 8 8 25

計 882 252 313 1,447
～10,000 66.9 9.4 23.6 100.0
～50,000 59.8 16.0 24.1 100.0
～100,000 57.8 23.8 18.4 100.0
～500,000 57.1 23.0 19.9 100.0
500,001～ 36.0 32.0 32.0 100.0

計 61.0 17.4 21.6 100.0

事業体数

事業体数比率
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図 1.2-3 把握状況（給水人口規模部別、2009（平成 21）年度） 
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（２）残存件数・延長 

 全体の残存件数比率（残存件数を給水世帯数で除した割合）は、2005（平成 17）年度の

11.2％から 2009（平成 21）年度は 9.3％となっており、5 年間で 1.9 ﾎﾟｲﾝﾄ減少している。 
 公道部・宅地部別にみると、公道部では 5.5％から 2.6％（2.9 ﾎﾟｲﾝﾄ減）、宅地部では 5.3％
から 3.4％（1.9 ﾎﾟｲﾝﾄ減）となっており、公道部の方が解消スピードが速い。 
 残存延長は、2005（平成 17）年度の約 9,595km から 2009（平成 21）年度は 7,531km
に減少している。ただし、この間、鉛製給水管残存調査等により新たに延長が判明した分

は増加している。（例えば、宅地部の残存延長では、2006（平成 18）年度から 2007（19）
年度の間に延長が増加している。） 
 

表 1.2-4 残存状況（件数）の推移 

区分 H17 H18 H19 H20 H21

公道部 2,514,218 2,402,333 2,068,951 1,578,607 1,244,261
宅地部 2,399,717 2,452,742 2,446,442 1,992,139 1,644,532
全体 5,082,725 5,188,496 5,145,083 4,828,451 4,468,540

給水世帯数 45,494,413 45,975,838 46,734,563 49,113,005 48,053,148
公道部 5.5 5.2 4.4 3.2 2.6
宅地部 5.3 5.3 5.2 4.1 3.4
全体 11.2 11.3 11.0 9.8 9.3

残存件数

残存件数比率

 
注 1. 公道部と宅地部の合計は全体と一致しない。（全体についてのみ回答があり、公道部・宅地部の回答

がない事業体がある等の要因による） 
 
 

表 1.2-5 残存状況（延長）の推移 

H17 H18 H19 H20 H21

公道部 5,062,483 4,230,941 3,986,410 3,546,128 3,395,707
宅地部 2,856,645 2,381,301 2,517,146 2,306,881 1,850,689
全体 9,594,719 8,227,961 8,588,114 7,991,211 7,530,926

区分

残存延長

        

注 1. 公道部と宅地部の合計は全体と一致しない。（全体についてのみ回答があり、公道部・宅地部の回答

がない事業体がある等の要因による） 
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図 1.2-4 残存状況（件数）の推移 

注 1. 上グラフは、公道部と宅地部の残存件数から作成。（公道部と宅地部の合計は表における全体と一致

しない。） 
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図 1.2-5 残存状況（延長）の推移 

注 1. 上グラフは、公道部と宅地部の残存延長から作成。（公道部と宅地部の合計は表における全体と一致

しない。） 
 
 残存件数（公道部と宅地部の計）は給水人口規模が大きくなるほど多いが、残存延長（公

道部・宅地部ともに）は給水人口規模 10～50 万人で最も大きくなっている。 
 給水人口規模別の 1 件あたりの残存延長（残存延長合計を残存件数で除した値）を算出

すると、給水人口 10 万人以下では給水人口規模が小さいほど 1 件あたり延長が長い傾向に

ある。また、給水人口 10～50 万人で 1 件あたり延長が長いのは全体の残存延長が長いこと

の影響と考えられる。なお、宅地部の 1 件あたり残存延長は明確な傾向はみられないが、

給水人口 50 万人超で他の人口区分と比較して平均延長が短い結果となっている。 



12 
 

 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

～10,000 ～50,000 ～100,000 ～500,000 500,001～

残
存

件
数

給水人口規模

鉛製給水管の残存件数（人口規模別）

宅地部

公道部

 
図 1.2-6 人口規模別の残存状況（件数） 
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図 1.2-7 人口規模別の残存状況（延長） 
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図 1.2-8 人口規模別の残存件数あたりの平均延長 

 

 

1.3 厚生労働省によるアンケート調査 

 ここでは、2011（平成 23）年度に厚生労働省により実施されたアンケート調査結果（2010
（平成 22）年度実績）を整理した。 
 アンケートの回答事業体は 1,385 事業（上水道事業）であり、調査項目は以下のとおり

である。 
 

表 1.3-1 アンケート内容 
区分 データ内容
残存状況 鉛製給水管の残存状況（残存あり、布設替え完了、未使用の別）と布設替

え完了予定年度
鉛製給水管に関する広報実施の有無
広報を実施している場合その方法（一括、個別、その他）※複数回答可
個別広報を実施している場合実施時期
個別広報を実施している場合その内容※複数回答可
一括広報を実施している場合その内容※複数回答可
鉛製給水管布設替え計画の有無
公道部の鉛製給水管布設替えへの取組み
公道部の鉛製給水管布設替え予定（延長、件数、平成22年度・平成23年
度各単年度見込み）と布設替え完了予定年度
宅地部（水道メータ以降）の鉛製給水管布設替えへの取組み
起債制度の利用状況
助成制度の実施状況及び利用件数（平成21年度）
融資制度の実施状況及び利用件数（平成21年度）

財政的制
度関係

広報

布設替え
計画

 
 
 
 

※複数回答可 

※複数回答可 

※複数回答可 
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（１）残存状況 

 全体の残存状況は、「残存あり」が約 41％、「布設替え完了」が約 18％で、「未使用（こ

れまで鉛製給水管を使用したことがない）」が約 42％となっている。 
 給水人口規模別でみると、「残存あり」の事業体数は、給水人口規模が大きくなるほど比

率が増加する傾向にある。かつて鉛製給水管が残存していて布設替えを完了した事業体数

は、いずれの給水人口区分においても 20％弱の割合となっており、年代別では「2000～2010
年まで」に布設替えが完了した数の比率が最も高くなっている。「未使用」の事業体数は、

給水人口規模が小さいほど比率が高くなる傾向にある。 
都道府県ブロック別にみると、北海道は「残存あり」の事業体数・比率ともに小さく、「未

使用」の事業体数・比率が高い状況にある。「残存あり」の事業体数が最も多いのは中部ブ

ロックで「残存あり」の事業体数比率が最も大きいのは関西ブロックとなっている。「残存

あり」の事業体数比率は、その他のブロックでは 40％前後となっている。 
 

表 1.3-2 鉛製給水管の残存状況と布設替え完了年代 
布設替え完了年代

S55 H2 H12 H22 不明 小計
～1980 ～1990 ～2000 ～2010

事業体数 576 6 21 38 160 17 242 567 1,385
事業体数比率（％） 41.6 0.4 1.5 2.7 11.6 1.2 17.5 40.9 100.0

未使用 残存有り 計
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図 1.3-1 鉛製給水管の残存状況と布設替え完了年代（給水人口規模別） 
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図 1.3-2 鉛製給水管の残存状況と布設替え完了年代（都道府県ブロック別） 

 
（２）広報 

 全体の実施状況は、実施が約 54％、未実施が約 46％であり、半数の事業体で広報が実施

されていないものの、2009（平成 21）年度調査と比較すると実施率が増加している。 
  

表 1.3-3 鉛製給水管布設替え等についての広報の実施状況 

実施 未実施 計
事業体数 277 232 509
事業体数比率（％） 54.4 45.6 100.0  

注 1. 鉛製給水管が「残存有り」と回答した事業体のみ回答 
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広報の実施状況を給水人口規模別でみると、給水人口規模が小さいと実施率が低く、給

水人口規模が大きいほど実施率が高い傾向にあった。給水人口規模 5 万人以下では、実施

率は 40％に満たないが、5 万人超では 60％以上となっている。 
なお、50 万人超では、平成 21 年度調査では未実施の事業体があったが、平成 22 年度調

査では実施率 100％となっている。 
 

0

50

100

150

200

250

～10,000 ～50,000 ～100,000 ～500,000 500,001～

事
業

体
数

給水人口規模

未実施

実施

0%

20%

40%

60%

80%

100%

事
業

体
数

比
率

(％
)

給水人口規模

未実施

実施

 

図 1.3-3 広報実施の有無（給水人口規模別） 
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 都道府県ブロック別でみると、多くの都道府県ブロックでは実施率が 50％以上であるが、

四国・九州ブロックでは実施率が 50％に満たない状況である。 
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図 1.3-4 広報実施の有無（都道府県ブロック別） 
 
広報の実施方法は、「一括広報」（ホームページや全戸を対象とした一律の配布物などに

より広報すること）を行っている事業体は 249 事業（鉛製給水管「残存有り」と回答した

事業体の約 49％）であり、「個別広報」（鉛製給水管を使用している水道利用者に対して個

別に広報すること）を行っている事業体は 76 事業（同、約 15％）であった。いずれも平成

21 年度調査時と比較して実施率が向上している。 
「その他」の方法としては、「給水管更新時・水道メータ交換時等に併せて広報」、「利用

者からの問い合わせの際に通知」、「地域水道ビジョンに盛り込んでいる」等の回答があっ

た。 
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表 1.3-4 広報の実施方法 

個別広報 一括広報 その他
事業体数 76 249 10
事業体数比率（％） 14.9 48.9 2.0  

注 1. 事業体数比率は、広報実施の有無について回答した事業体数の合計で除した比率 
注 2. 複数回答可 

 
個別広報を実施年度別にみると、2009（平成 21）年度に実施した事業体数が 36 事業（鉛

製給水管「残存有り」と回答した事業体の約 7％）、2010（平成）22 年度に実施した事業体

数が 39 事業（同、約 8％）と実施事業数はわずかながら増加している。 
個別広報の内容は、「布設替え（布設替えについて）」、「鉛使用通知（当該水道利用者に

対して鉛製給水管を使用している旨の通知）」、「飲用注意（一定期間水を使用しなかった時

の飲用方法について）」、「健康影響（鉛の健康影響について）」の順で多くなっていた。ま

た「その他」としては、「融資制度・助成制度等の財政制度について」、「鉛の水質基準強化

について」、「（希望による）水質検査実施について」等の回答があった。 
 一括広報の内容は、「飲用注意」、「布設替え」、「健康影響」の順で多くなっていた。「そ

の他」の内容は個別広報と同様であった。 
 

表 1.3-5 個別広報の実施年度 

H22 H21 H20以前
事業体数 39 36 62
事業体数比率（％） 7.7 7.1 12.2  

注 1. 事業体数比率は、広報実施の有無について回答した事業体数の合計で除した比率 
注 2. 複数回答可 

 
表 1.3-6 個別広報の内容 

鉛使用通知 布設替え 飲用注意 健康影響 その他
事業体数 60 66 54 42 13
事業体数比率（％） 11.8 13.0 10.6 8.3 2.6  

注 1. 事業体数比率は、広報実施の有無について回答した事業体数の合計で除した比率 
注 2. 複数回答可 

 
表 1.3-7 一括広報の内容 

布設替え 飲用注意 健康影響 その他
事業体数 131 225 115 16
事業体数比率（％） 25.7 44.2 22.6 3.1  

注 1. 事業体数比率は、広報実施の有無について回答した事業体数の合計で除した比率 
注 2. 複数回答可 
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（３）布設替え計画 

 布設替え計画は、249 事業（鉛製給水管「残存有り」と回答した事業体の約 44％）が「策

定済み」であり、「策定していない」と回答した事業体は 193 事業（同、約 34％）あった。 
 2009（平成 21）年度調査時と比較して、布設替え計画を策定した事業体が増加している。 
 

表 1.3-8 布設替え計画の策定状況 

策定済み 策定作業中 策定してない 計
事業体数 249 122 193 564
事業体数比率（％） 44.1 21.6 34.2 100.0  
注 1. 鉛製給水管が「残存有り」と回答した事業体のみ回答 

 
表 1.3-9 布設替え計画の策定状況（給水人口規模別） 

策定済み 策定作業中 策定してない 計
～10,000 15 16 37 68
～50,000 55 66 97 218
～100,000 63 24 20 107
～500,000 97 15 35 147
500,001～ 19 1 4 24

計 249 122 193 564
～10,000 22.1 23.5 54.4 100.0
～50,000 25.2 30.3 44.5 100.0
～100,000 58.9 22.4 18.7 100.0
～500,000 66.0 10.2 23.8 100.0
500,001～ 79.2 4.2 16.7 100.0

計 44.1 21.6 34.2 100.0

事業体数比率

給水人口規模等

事業体数

 
 
給水人口規模別にみると、人口規模が大きくなるほど「策定済み」の割合が大きくなり、

人口規模が小さくなるほど「策定していない」の割合が大きくなる傾向にあった。 
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図 1.3-5 布設替え計画（給水人口規模別） 

 
都道府県ブロック別にみると、北海道を除くブロックにおける「策定済み」の事業体の

割合は約 30～50％となっており、「策定済み」と「策定作業中」をあわせた事業体の割合は

約 50~70％となっていた。なお、北海道ブロックで「策定済み」の事業が少ないのは、北

海道ブロックの鉛製給水管「残存有り」の事業体数が非常に少ないことも影響していると

考えられる。 
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図 1.3-6 布設替え計画（都道府県ブロック別） 
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 公道部の鉛製給水管の解消への取組み状況をみると、「自ら布設替え」しているとの回答

が 373 事業（鉛製給水管「残存有り」と回答している事業体の約 66％）となっており、公

道部では、多くの事業体が自ら布設替えを実施している状況が伺える。「その他」としては、

「配水管布設替えや漏水修繕等の他工事にあわせて実施している」という回答が多く、他

に「公道部には鉛製給水管は存在しない」といった回答や「財政制度紹介や広報を行って

いる」という回答があった。また、「特に対策を実施していない」という回答もあった。 
  
表 1.3-10 公道部の鉛製給水管の解消への取組み 

自ら布設替え 広報を実施 その他
事業体数 373 61 169
事業体数比率（％） 65.8 10.8 29.8  
注 1. 事業体数比率は、布設替え計画の有無について回答した事業体数の合計で除した比率 
注 2. 複数回答可 
 
 

公道部の鉛製給水管の布設替え予定延長の合計は、2012（平成 24）年度の方が 2011（平

成 23）年度よりも件数・延長ともに少なくなっている。布設替え見込み 1 件あたりの平均

延長（見込み延長／見込み件数）を算出すると、2011（平成 23）年度は約 1.4ｍ/件、2012
（平成 24）年度は約 1.5ｍ/件となった。 
大規模事業体では布設替え件数が多く平均延長は少ない傾向にある。 

 
表 1.3-11 公道部の鉛製給水管の布設替え見込み（人口規模別） 

件数（件）（①） 延長（m）（②）
H23 H24 H23 H24 H23 H24

～10,000 530 647 1,407 2,008 2.65 3.1
～50,000 7,033 6,742 22,313 21,268 3.17 3.15
～100,000 19,224 20,440 42,960 46,449 2.23 2.27
～500,000 74,497 74,460 151,570 143,788 2.03 1.93
500,001～ 81,431 65,347 43,051 42,072 0.53 0.64

計 182,715 167,636 261,301 255,585 1.43 1.52

平均延長（②/①）
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公道部の鉛製給水管布設替え完了見込みは、2015（平成 27）年度までに完了と 2020（平

成 32）年度までに完了と回答した事業体が多く、両方をあわせると約 37％の事業体が 2020
（平成 32）年度までに完了を予定している。その一方で、布設替え完了が 2041（平成 53）
年度以降になると見込んでいる事業体も 7 事業あり、事業体によって残存状況等に差があ

ることも伺える。また、「未定・不明」が 254 事業あり、給水人口規模 5 万人以下の事業体

でこの比率が高くなっている。このため、このように布設替え見通しが立っていない中小

規模の事業体に対する布設替え促進対策が必要であると考えられる。 
 

表 1.3-12 公道部の鉛製給水管の布設替え完了見込み（年代別に集計、人口規模別） 
布設替え完了年代

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H53 未定・不明 計
～2015 ～2020 ～2025 ～2030 ～2035 ～2040 2041～

～10,000 6 16 0 2 0 2 0 44 70
～50,000 22 43 12 5 3 4 3 123 215
～100,000 20 25 10 7 2 2 1 40 107
～500,000 34 32 12 10 8 5 3 43 147
500,001～ 9 4 2 3 1 1 0 4 24

事業体数計 91 120 36 27 14 14 7 254 563
事業体数比率（％） 16.2 21.3 6.4 4.8 2.5 2.5 1.2 45.1 100.0  
 
宅地部の鉛製給水管の解消への取組みは、「自ら布設替え」と回答している事業体数は 124

であり公道部と比較して少なく（公道部の 1/3 程度）、「広報を実施」と回答している事業体

数は 131 であり公道部と比較して多かった（公道部の約 1.5 倍）。「その他」としては、「メ

ータ交換等にあわせて実施している」、「発見時等に布設替えを推奨・広報している」、「宅

地部には鉛製給水管は存在しない」といった回答があった。また、「布設状況を把握中」、「把

握していない、特に対策を実施していない」という事業体もあった。 
 

表 1.3-13 宅地部（水道メータ以降）の鉛製給水管の解消への取組み 

.自ら布設替え 広報を実施 その他
事業体数 124 131 237
事業体数比率（％） 21.9 23.1 41.8  

注 1. 事業体数比率は、布設替え計画の有無について回答した事業体数の合計で除した比率 
注 2. 複数回答可 
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（４）起債制度の利用状況 
 鉛製給水管の布設替えに関する起債制度とは、給水管を新たに事業用資産として位置付

ける場合（私有地内に存在する止水栓までの給水管を事業用資産として位置付ける場合等）

に限り、鉛製給水管の更新事業に対して地方債措置を講じ、積極的な取り組みを促すもの

である。 
 起債制度の利用状況は、「利用」（33 事業、約 6％）「検討中」（10 事業、約 2％）あわせ

ても 10％に満たない状況である。 
給水人口規模別でみると、「利用」している事業体比率は、給水人口規模 5 万人超で高く

なっているが、10％弱に留まっている。 
 

表 1.3-14 起債制度の利用状況 

利用 検討中 利用してない 計
事業体数 33 10 514 557
事業体数比率（％） 5.9 1.8 92.3 100.0  
注 1. 鉛製給水管が「残存有り」と回答した事業体のみ回答 
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図 1.3-7 起債制度の利用状況（給水人口規模別） 
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（５）助成制度の有無と利用状況 
 鉛製給水管の布設替えに関する助成制度とは、給水装置所有者が行う鉛製給水管布設替

えに係る費用の一部について、水道事業者が助成金を交付し、給水装置所有者の負担を軽

減することにより、鉛製給水管の布設替え意欲の増進を図るものである。 
 助成制度は、「実施（助成制度有り）」（26 事業、約 5％）、「検討中」（7 事業、約 1％）と

実施率（制度が有る率）は低い状況にある。 
 給水人口規模別にみると、給水人口規模 10 万人以下は、実施率に大きな差はないが、給

水人口 10 万人超で実施率が高くなっている。 
助成制度が有る事業体における年間利用件数は、給水人口 10 万人超で多くなっている。 

 
表 1.3-15 助成制度の実施状況 

実施 検討中 実施してない 計
事業体数 26 7 525 558
事業体数比率（％） 4.7 1.3 94.1 100.0  
注 1. 鉛製給水管が「残存有り」と回答した事業体のみ回答 
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図 1.3-8 助成制度の実施状況（給水人口規模別） 
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図 1.3-9 助成制度の利用件数
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（６）融資制度の有無と利用状況 

 鉛製給水管の布設替えに関する融資制度とは、給水装置所有者が行う鉛製給水管布設替

えに係る費用について、水道事業者が金融機関と提携し低利又は無利子で貸し付けること

により、鉛製給水管布設替えに対する給水装置所有者の負担を軽減し、鉛製給水管の布設

替え意欲の増大を図るものである。 
 融資制度は、「実施（融資制度有り）」（12 事業、約 2％）、「検討中」（3 事業、約 0.5％）

と実施率（制度が有る率）は起債制度、助成制度と比較しても低い状況にある。 
給水人口規模別にみると、助成制度と同様に給水人口規模 50 万人超で「実施（融資制度

有り）」の割合が増加する傾向にある。 
なお、2010（平成 22）年度実績では、同制度を整備し利用されているのは、静岡県伊豆

の国市のみであった。 
 

表 1.3-16 融資制度の実施状況 

実施 検討中 実施してない 計
事業体数 12 3 538 553
事業体数比率（％） 2.2 0.5 97.3 100.0  
注 1. 鉛製給水管が「残存有り」と回答した事業体のみ回答 
注 2. 表中の「実施」は制度があることを意味する。 
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図 1.3-10 融資制度の実施状況（給水人口規模別） 
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２．鉛給水管からの鉛の溶出実態及び実験結果について 
 
 ここでは、鉛給水管からの鉛の溶出実態及び実験結果について、国立保健医療科学院に

よる「平成 22 年度鉛給水管からの鉛の溶出実態及び実験結果報告書（平成 22.7.13)」を転

載する。 
 
1. 目的 

 本報告書は、過去の鉛製給水管問題に対する報告書と国立保険医療科学院の調査実験報

告書から、鉛の溶出に関する実態と実験結果についてまとめたものである。 
2. 調査対象とした報告書 

 表-1 に参照した報告書と国立保健医療科学院の報告書を一覧にして示した。 
 
  表-1 鉛管対策に対する報告書 

No. 年月      調査名  報告書機関 
１ 1996（平成 8）

年 3 月 
鉛管対策の実施例と欧米の状況 水道管路技術セ

ンター 
2 2000（平成 12）

年 2 月 
鉛給水管布設替え等の動向に関する

調査 
水道技術研究セ

ンター 
3 2000（平成 12）

年 3 月 
鉛給水管布設替技術指針等検討調査 水道技術研究セ

ンター 
4 2000（平成 12）

年 12 月 
鉛給水管布設替技術指針 水道技術研究セ

ンター 
5 2001（平成 13） 

年 3 月 
鉛給水管由来の鉛低減のための暫定

対策検討調査 
水道技術研究セ

ンター 
6 2001（平成 13） 

年 9 月 
鉛問題対策特別調査委員会報告書 日本水道協会 

7 2002（平成 14）
年 3 月 

水道水中の鉛除去に関する調査 水道技術研究セ

ンター 
8 2004（平成 16） 

年 1 月 
鉛給水管の非開削布設替え基礎技術

と実証事例 
水道技術研究セ

ンター 
9 2005（平成 17）

年 3 月 
鉛給水管布設替促進方策検討委員会

報告書 
日本水道協会 

10 1999（平成 11） 
年度 

鉛管、水道メータ、継ぎ手等の給水

装置から溶出する金属類の溶出特性

国立保険医療科

学院 
11 2000（平成 12） 

年度 
給水装置からの鉛の溶出特性を把握

するための配管モデルを用いた室内

実験 

国立保険医療科

学院 

12 2001（平成 13） 
年度 

鉛製給水管からの鉛の溶出とその影

響因子に関する基礎的実験 
国立保険医療科

学院 
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No. 年月      調査名  報告書機関 
13 2002（平成 14） 

年度 
鉛給水管からの鉛の溶出に関する基

礎的実験 
国立保険医療科

学院 
14 
 

2002（平成 14） 
年度 

(8-60)神奈川県営水道における鉛管

からの鉛流出実態調査 
第 53 回全国水道

研究発表会 
15 2003（平成 15） 

年度 
(6-7)鉛管対策における pＨ調整によ

る鉛溶出低減効果 
第 54 回全国水道

研究発表会 
16 2003（平成 15） 

年度 
(6-8)鉛管調査と更新に向けた課題 第 54 回全国水道

研究発表会 
17 2003（平成 15） 

年度 
(6-9)優先順位を考慮した効率的な鉛

給水管の取替え方法の一例 
第 54 回全国水道

研究発表会 
18 2003（平成 15） 

年度 
(6-14)鉛給水管からの鉛の溶出に関

する基礎的検討 
第 54 回全国水道

研究発表会 
19 2003（平成 15） 

年度 
(6-16)鉛製給水管からの溶出鉛低減

化に関する調査実験 
第 54 回全国水道

研究発表会 
20 2003（平成 15） 

年度 
(8-18)鉛管対策のための pＨ調整施

工に伴う THM と鉛濃度等の挙動 
第 54 回全国水道

研究発表会 
 
 
3. 鉛問題対策委員会等の報告書 

3.1 鉛給水管布設替技術指針)  
（水道技術研究センター2000 （平成 12）年 12 月） 
1) 鉛溶出の影響要因と制御の方法 
① 鉛溶出の影響要因 
鉛給水管等からの鉛溶出の影響要因として、ｐH 値、硬度、滞留時間、塩素イオン、溶

存酸素、水温等が挙げられているが、最も鉛が溶出しやすい水は軟水で、かつ、酸性の水

である。また長時間滞留状態にあった水は鉛の濃度が高くなる。 
② 鉛の溶出を制御する方法 

鉛の溶出を制御する方法の 1 つとして、ｐH 調整は有効であり、ｐH 値が高いほど、鉛

の溶出を低減させる。ｐH 値を 7.0 程度から 7.5 に調整し、給水栓の鉛濃度を約半減させた

実績が報告されている。 
ただし、ｐH 値を上げることによって、トリハロメタンの値を上昇させる要因となるの

で、これらのバランスを考慮した対応が必要である。米国ではインヒビター（制御材）の

使用も報告されているが、我が国の状況では検討対象外から除外するのも妥当な判断だと

思われる。 
③ 原水の鉛濃度 

「水道統計」1995～1997（平成 7～9）年度の水質分布表に基づき、原水の鉛濃度につい

て、全データの最高値と平均値のうち、0.01mg/L を超えるデータを整理すると、次のとお

りである。表-2 に原水の鉛濃度を示す。 
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表-2 原水の鉛濃度 

データー数 ％ データー数 ％
平成7年度 5,128 50 0.96 22 0.43
平成8年度 5,252 27 0.51 6 0.12
平成9年度 5,484 23 0.42 6 0.11

年度
鉛測定の全
データ数

原水の鉛濃度が0.01mg/Lを越えているデータ
最高値 平均値

 
原水由来の鉛は低く、特に問題となるような割合ではなかった。 
④ 浄水（給水栓水）の鉛濃度 
 表-3 に浄水の鉛濃度を示す。 
原水と同様に浄水（給水栓水）の鉛の全データのうち、鉛濃度の最高値と平均値が

0.01mg/L を超えるデータを整理すると、次のとおりである。但し、浄水については、通常

の使用状態のもとで採水されたサンプルについての測定値であり、開栓初期の水では

0.01mg/L を超えるケースは更に多くなる。 
 

 表-3 浄水の鉛濃度 

 

データー数 ％ データー数 ％
平成7年度 5,424 57 1.05 9 0.17
平成8年度 5,387 32 0.59 5 0.10
平成9年度 5,613 34 0.61 15 0.27

最高値 平均値

浄水の鉛濃度が0.01mg/Lを越えているデータ

年度
鉛測定の全
データ数

 
 浄水（給水栓水）の鉛濃度は、水質基準値が強化された場合には、それをクリアできな

いデータが平均値では概ね 0.1％から 0.3％、最高値では、0.6％から 1％存在することに注

目する必要がある。 
 
2) 大阪市における（コントロール）実施例  
① 背景 
大阪市では、給水管における鉛管の使用は、道路部分は 1981(昭和 56）年に使用を禁止

し、宅地内は 1987(昭和 62)年に使用制限という措置が取られており、同時に布設替え工事

も積極的に行われてきている。しかし、平成 5 年 3 月末において、道路部分の給水管延長

約 2700ｋｍのうち、約 1132ｋｍ（約 42％）が鉛管となっている。 
 一方、1993(平成 5)年 12 月の水質基準の改定において、鉛濃度が 0.1mg/L 以下から

0.05mg/L 以下に強化され、また、新たに快適水質項目が設けられｐH 値 7.5 前後が目標値

として設定された。 
 大阪市では、このような背景を受けて、水質基準の改定に先立ち、鉛溶出量の低減化及

び給配水管の腐食抑制策の一環として、pH 調整を開始することとし、この効果を確認する

ために、以下の調査を行った。 
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② 調査方法 
 調査期間：1993(平成 5)年 6 月～1994(平成 6)年 7 月 
      pH 調整前 2 回 測定 
      pH 調整後 4 回 測定 

（pH 調整後 1，3、6、12 ヶ月目） 
調査地点：給水管に鉛管を使用している各家庭の給水栓 13 ヶ所 
調査方法：滞留水（朝一番の開栓直後に採水した試料）と流水（約 10L 程度流水した後

の試料）について、鉛をはじめとする水質調査を行った。 
 

③ 調査結果（pH 調整前後の鉛濃度） 
 調査結果を表-4 に示す。 
  
表-4 pH 調整前後の鉛濃度（平均値・最高値） 

 
滞留水をみると pH 調整前の平均値 0.064mg/L から、pH 調整後の平均値 0.025mg/L に

約 61.5％低減されている。 
また、pH 調整前の調査で基準値 0.05mg/L を超えた給水栓割合は 38.5％であったが、pH 

調整後 6 ヶ月では 23.1％、pH 調整後 1 年では 8％に減少した。 
流水を見るとpH調整前の平均値 0.020mg/Lから、pH調整後の平均値 0.009mg/Lに 55％ 

低減されている。 
また、流水では基準値 0.05mg/L を超える項目はなかったが、将来の基準値であり、WHO 

のガイドライン値である 0.01mg/L を超えている割合を見ると、pH 調整前の約 69.2％から

pH 調整後（平均）の 39.2％に低減されている。 
 
3) 厚生省調査報告書 
 厚生省では、1988(昭和 63)年度に全国主要都市の 14 水道事業体の協力を得て、鉛管を使

用している家庭などの給水栓 544 箇所を対象に開栓初期の水と流水について鉛濃度の調査

を行っており、その主な内容は次のようになっている。 
・給水栓での滞留時間は 1 時間未満から 48 時間までバラツキがあるが、開栓初期の水の鉛

濃度が 0.01mg/L 以下の割合は 63.8％、0.05mg/L を超えたものは 5.9％、0.1mg/L を超

えたものは 2.0％であった。 
・また、必ずしも一律ではないが、給水管内での滞留時間が長い開栓初期の水は比較的高

 ｐH 調整前 ｐH 調整後 

1 ｹ月 3 ｹ月 6 ｹ月 12 ｹ月 平均・最高 

滞留水 最高値 0.212 0.059 0.075 0.108 0.062 0.108 
平均値 0.064 0.023 0.023 0.026 0.027 0.025 

流水 最高値 0.046 0.027 0.025 0.025 0.024 0.027 
平均値 0.020 0.010 0.005 0.005 0.010 0.009 
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い濃度の鉛が検出された。 
・流水については鉛濃度が 0.01mg/L 以下であったものが 93.0％、0.05mg/L 以下を超えた

ものは 0.4％であり、0.1mg/L を超えるものはなかった。 
・24 時間滞留させた青銅製の既設給水栓から開栓初期の水を採水したところ、鉛濃度で

0.05mg/L を超えるものはなかった。 
・一方、未使用の青銅製の給水栓では 0.10mg/L を超えるものも見られた。しかし、鉛管に

比べ、滞留量が少なく、一般に 30mL 以下であるため、鉛管に比べて問題は少ないと考

えられる。 
・塩化ビニル管からの鉛溶出は、使用開始 10 日程度でほとんどなくなることから、問題と

なるものではないと考えられる。 
 
4)（社）日本水道協会（厚生省委託）の調査報告書 

1991(平成 3)年度の厚生省委託業務として、（社）日本水道協会が鉛管の使用実績や給水 
管末端における鉛濃度調査などを行っている。この報告書の中で、鉛溶出に関する主な内

容は次のとおりである。 
① 給水末端における鉛濃度調査 
・水質年報によると（流水）、18 事業体 1125 件の個別データの中で 1063 件（94.5％）は

0.01mg/L 以下であった。また、21 事業体 370 件の平均データの中で 349 件（94.3％）

は 0.01mg/L であった。なお、0.1mg/L を超えるものは見られていない。 
・水質年報によると、pH 値及び鉛管長さが、鉛の溶出濃度に関係しており、pH 値 7.5 以

上になると溶出は低くなる傾向がある。なお、水温に関しては必ずしも明確な傾向が得

られていない。 
・15 事業体の実態調査によると、0.1mg/L を超えないデータ数は、停滞数では 97.4％、流

水では 100％であった。また、0.01mg/L を超えないデータ数は、停滞数では 62.5％、流

水では 91.6％であった。 
・実態調査によると、pH 値が 7.2 以上になると鉛の溶出は低くなる傾向にあった。停滞水

の場合は pH 値が 7.3 以上で 0.01mg/L 以下になった。 
・実態調査によると、アルカリ度やカルシウム硬度が 50mg/L 以上になると、鉛の溶出は低

くなる傾向にあった。 
・実態調査によると、停滞水、流水ともに管延長との相関性は見られていない。 
・実態調査によると、pH 値 7.0 以下の場合は滞留時間と鉛溶出濃度の相関性は見られず、

pH 値 7.0 以上の場合は滞留時間が長いと鉛溶出濃度が高くなる傾向が見られた。これは

鉛の溶出しやすい pH 値が低い状況では、滞留時間よりも pH 値の影響が大きいことが推

測される。 
・鉛管を使用していない給水栓における鉛濃度は、停滞水では 0.01mg/L を超える割合は

6.5％であったが、0.1mg/L を超えるものは存在しなかった。流水では 0.01mg/L を超え

る例も見られなかった。 
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5) 横浜市の実験結果 
  古い管と新らしい管では、新しい鉛管の方が溶出レベルは高く、両者とも滞留時間が

長いほど鉛が溶出しやすかった。 
  滞留時間が 6 時間までならば、4～5L の放水にて 0.01mg/L になり、滞留時間が 24 時

間でも約 10L 放水すれば 0.01mg/L 以下程度になる。 
  ３月と８～９月の実験結果から、８～９月の方が鉛濃度が高くなる傾向が見られた。 
6) スコットランドの実験結果 
  pH 値が 6.3 の時には 0.15mg/L 前後であったものが、pH 値を 7.0～7.5 にすると 0.05
～0.12mg/L に低下した。また、pH 値を 8.2～8.4 にすると 0.05mg/L 以下になった。 

7) ボストンの験結果 
  防錆処理において、正リン酸亜鉛を加えても効果は見られなかった。正リン酸亜鉛を

止め、ｐH 調整（8 程度）を行ったところ効果が確認された 
8）大阪市水道局の調査報告書（1988(昭和 63)年） 
(1) 鉛管からの鉛の溶出の低減化方法の検討 
①市内給水栓の鉛濃度 
 蛇口開栓直後の試料（滞流水）は 93％以上が 0.05mg／L 以下であった。採水前に約 5L
流水した後の試料（流水）は 93％以上が 0.02mg／L 以下であった。 

②鉛管の使用年数と鉛の溶出濃度（室内実験） 
 使用年数と鉛溶出の相関はないが、管延長が短いほど鉛溶出は少ない傾向が見られた。 
③滞流水のｐH と鉛管滞留時間（室内実験） 
 滞留時間が短いほど、ｐH が高いほど鉛の溶出は少なくなる傾向が見られた。 
④ｐH の違いによる鉛溶出量の変化（室内実験） 
 pH を 6.8 から 8.0 に上げることによって、鉛の溶出量は急激に減少し、また一度 pH を

高くして溶出量が低くなった鉛管では、再び pH を低くしても pH 調整前のような鉛溶出 
 は見られなかった。 
⑤封入水の pH とトリハロメタン増加率（室内実験） 
 pH を高くするとトリハロメタン量が増加した。ただし、水温が 25℃以下で、pH が 7.5
程度であれば、それほどトリハロメタンは増加しない傾向が見られた。 

(2) 鉛管からの鉛の溶出と水質要因 
①ｐH と鉛溶出濃度 
 ｐH を 7.0 から 7.5 に調整することによって、鉛の溶出量を約 40%低減化することがで

きる。 
②水温と鉛溶出濃度 
 水温が高いほど鉛が溶出する傾向が見られ、本市の年間水温の変動を見ると、夏場と冬

場で鉛溶出濃度に 3 倍程度の差があると推測される。 
③鉛管内流量と鉛溶出濃度 
 鉛管内流量が大きくなると、鉛管との接触時間が短くなり、鉛溶出濃度が低下した。 
④溶存物質と鉛溶出濃度 
 硬度及び塩素イオン濃度と鉛溶出濃度には相関は見られなかった。 
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⑤鉛粒子の粒径分布 
 メンブレンフィルターにて試料をろ過することにより、ろ水中の鉛濃度が減少する傾向

が見られ、さらに、メンブレンフィルター径を小さくするほど、鉛濃度が減少する傾向

が見られた。 
 したがって、鉛管から溶出する鉛は、鉛管からの剥離によるものなのか、溶出した鉛の

水中での凝集によるものかはわからないが、大半が粒子状で存在していると推測される。 
⑥電子顕微鏡による鉛粒子の観察 
⑤の実験でのメンブレンフィルター上の残差について、電子顕微鏡によって観察したと 

ころ、粒子状物質が確認された。この物質を X 線解析したところ、鉛であると判断された

ため、鉛の存在形態は溶解性だけではないことが確認された。 
(3) 銅管・鉛管腐食に関する水質要因とその対策 
①流量と鉛溶出濃度 
 流量をレイノルズ数に換算して、鉛溶出濃度との関係を調べたところ、乱流域において

は流量と鉛溶出濃度に高い相関がみられた。 
②水温と鉛溶出濃度 
 水温と鉛溶出濃度について、回帰分析したところ、水温が 10℃から 30℃に変化した場合

2～3 倍に増加すると考えられる。 
③pH 値と鉛溶出濃度 
 pH 値範囲 7.0～9.3 の鉛溶出濃度について回帰分析を行ったところ、鉛溶出濃度は pH 値

よりも水素イオン濃度との相関が高く、水素イオン濃度が高いと鉛溶出濃度も高くなる

傾向がみられた。 
 
3.2 鉛給水管由来の鉛低減のための暫定対策検討調査  
（水道技術研究センター 2001（平成 13）年 3 月） 
（諸外国における鉛対策） 
 以下の諸外国の調査資料を紹介する目的は、日本国内において浄水処理で使用する場合

の、オルトリン酸処理と、pH 調整の考え方について、整理されたものが極めて少ないため

である。 
 米国における考え方の基本は、溶存無機炭素量（DIC）により処理方法を分けて考えるべ

きで、DIC が少なければアルカリ性を強めるための pH 調整だけで鉛溶解を抑制できると

されており、DIC が多ければ浸蝕性が強くなるため pH 調整によるよりは保護被膜を形成

するオルトリン酸添加が有効であるとするものである。 
1) 鉛制御対策 米国 AWWARF（1990 年(平成 2)年） 
 鉛の溶解性は pH と溶存無機炭素量（DIC）により変化するが、pH を上げることにより

鉛の溶出量を抑えられることは確かである。しかしながら、pH 変化量が小さい場合でも鉛

の溶解度は大きく変化するため、DIC との関係も含め導入に当たっては水質に応じた対応

を検討する必要がある。 
 pH 調整は理論的には 8.5 以上で効果を発揮できると思われるが、最大でも 10.2 までに抑

えるべきである。ただし、pH を上げることにより、トリハロメタンの生成量を増大したり、
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凝集剤量を増加すること、消毒効果を低減させること、及び pH が 8.5 以下でも効果がある

例があることからなどから、pH 調整を導入するに際しては事前調査が必要である。 
 鉛の溶解性への溶存無機炭素量（DIC）の関与は重要である。文字通り DIC は全ての溶

解している無機状態の炭素量を表すものであるが、このなかには炭酸（H2CO3）、重炭酸、

炭酸塩、イオン化合物（CaHCO3+、CaCO3,MgCO3,MgHCO3+,PbCO3,Pb(CO3)2-2）な

どがある。 
 効果的な炭酸塩被膜の形成には pH や DIC が影響する。DIC 濃度は全アルカリ度、pH、

水温、イオン強度などにより算定可能である。総アルカリ度と pH は DIC(mg/L)の卓越因

子である。 
 オルトリン酸添加の判断は、DIC 濃度や pH により異なる。一般に DIC が高い場合は、

DIC 成分である炭酸塩が金属の溶解度を促進するものであることから、pH 調整を行うより

もオルトリン酸を添加したほうが効果的と思われる。しかしながら、脱炭酸処理を行えば

pH 調整により鉛の溶出抑止は行える。  
 オルトリン酸は鉛と様々な形態の化合物を作り被膜を形成するが、有効な被膜形成には

かなり長期間必要である。理論的には、DIC5-10mg ｰ C/L、pH＝7.6 程度とした場合、鉛

の溶出濃度を 0.01mg/L 以下とするには、オルトリン酸の添加量を 4.5mg-PO4/L とすれば

良いとしているが、水質は個々の水道により異なるため最適値の設定には事前調査が必要

である。 
 オルトリン酸使用時に厄介なのは、リンが環境の富栄養化を促進する物質であるため、

環境への配慮や、一部の使用者にはリンの増加が生産活動や利用方法に影響することを念

頭に置かなければならない点である。 
 ポリリン酸の添加についてはこの報告では否定的である。鉛とポリリン酸との化合物生

成過程が不明で、鉛低減に何らの効果も示さないとするデータもある。ポリリン酸自体、

水質状況によりオルトリン酸まで戻ってしまうこともあるため、ポリリン酸の効果かオル

トリン酸まで戻ったものが効果を発揮しているのか今のところ不明としている。 
 珪酸塩の使用についても調査しているが、幾分効果は認められるものの被膜形成が極め

て緩慢であり、実用性には言及していない。ただし、自然由来の防錆剤であることから、

他の薬品等とあわせて使用する可能性を研究する必要性があるとしている。 
 炭酸カルシウムの添加は経験的には有効な方法として知られている。これによる溶出抑

制を行う場合は、炭酸カルシウム析出能（CCPP）を腐食性指標として使用したほうが良い

としている。ただし、油水使用の加熱部分や炭酸カルシウム濃度の高い浄水場出口では、

スケールが析出する可能性があり、注意深く管理する必要がある。 
2) 米国における鉛制御対策事例調査 
①腐食制御の方法 
 米国では、配水水質を制御して鉛濃度を低減化する方法として、pH の制御やオルトリン

酸等の腐食制御剤の添加を行っており、その導入前後の鉛濃度を幾つかの都市で調査して

いる。 
 各水道事業体は、EPA の指示により鉛濃度の測定と対策のための調査を行った後、各々

の状況に応じた対策を講じており、pH 調整だけで鉛制御を行っている事例と、pH をかな
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り高めに設定しなければ効果が出にくいとしてオルトリオン酸の添加により対策を行って

いる事例が見られる。以下に pH 調整による米国の事例を紹介する。  
②Durham 市、ニューハンプシャー州 

・ 制御方法 pH 調整 
・ 対象地域 Durham 市の約１万人の居住区 
・ 原水   表流水（小河川で 90％）と地下水 
・ 処理方法 表流水については凝集沈殿ろ過と塩素注入。pH 調整剤として NaOH を

使用している他、フッ素も添加している。地下水は、NaOH 添加のみ。 
対策前水質  

配水区域から 60 個の 1 リットル試料を集めた結果、55％のサンプルが規制値を超えて

おり、90%順位置が 46 μg/L であった。表流水地区の水質は、pH は 7.2~7.7、DIC
は 3~4mg ｰ C/L であり、地下水地区は pH8.5~8.6 であった。 

対策目標値 pH の処理目標値は、表流水系のみ pH8.5~9.0 に上げることとした。 
対策後水質 
・鉛：pH は徐々に上げていったが、鉛濃度の低下は 3 ヶ月から 6 ヶ月経過した時点で

見られた（調整前の鉛濃度 15~40μｇ/L から調整後安定期では 5μg/L 以下に低下）。 
・その他：pH の目標値は 8.5~9 であるが、8.1~8.8 の範囲で推移した。pH の変化に伴

い、細菌、pH の安定性、THM の変化や使用者からの苦情等は特に無い。 
③Martinez 市、カリフォルニア州 
・ 制御方法 pH 調整 
・ 対象地区 規模等は不明（1 日 5 万３千ｍ３） 
・ 原水 前オゾン処理と通常処理で処理された運河水 
・ 処理方法 

  凝集沈殿ろ過の後、クロラミン処理と苛性ソーダ注入により、pH を 8.4 から 8.6 に調

整。 
対策前水質 
・１戸建世帯の滞留水（6 時間滞留以上）サンプルを 2 回にわたり各々60 個集めたが、

90%順位置は 29μg/L と 18μg/L であり何れも規制値（0.015μg/L）を超えていた。 
対策目標値 
・pH9 に調整後、6 ヶ月ごとに同様のサンプリングを 2 回行った（60 個のサンプル）。い

ずれの結果も、90%順位置は 6μg/L 以下に減少した。 
  このことから、pH 調整により目標値以下に下げることが可能であることが解った。

THM、一般細菌の変化や利用者からの苦情は寄せられていない。  
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④Bel/lingham 市、ワシントン州 
・制御方法 pH 調整 
・対象地区 給水人口約 66,000 人 

       平均給水量 1 日約 4 万トン 
・原水 

  中性（pH7.1）で低アルカリ度（19mg/L・CaCO3）の湖水、浄水の残留塩素は 0.6mg/L
を保持している。 

・処理方法 
  1993 年 2 月にソーダ灰を用いて浄水 pH を 7.3 から 8.0 に変更したが、アルカリ度は

19mg/L から 27mg/L に上昇した。 
対策前水質 

  2 回のサンプリングを行い、1 回目は 66 個のサンプルを、2 回目は 60 個のサンプル（何

れも滞留水）を採取した。 
   この 90%順位置は 23μg/L と 19μg/L であり、何れも規制値を超えている。鉛の原

因は青銅製品と鉛ハンダを使用している銅管によるものと思われる。 
対策目標値 

  pH8 を目標とする。実際の制御は、pH7.8~8.0、アルカリ度を 22~32mg/L に調整して

いる。 
対策後水質 

  pH 調整後 3,4 回目のサンプリングを行い、90%順位置は 11μg/L と 6μg/L となった。 
⑤マサチューセッツ水資源局 マサチューセッツ州ボストン 
・ボストン周辺の 47 都市、200 万人に配水。 
・水源は 2 貯水池と 1 河川 
・ろ過されていない。配水池は無蓋配水池がなくなるまで pH と炭酸塩による調整。DIC

が 2mg-C/L以下と低いため、pH9にアルカリ度を 30mgCaCO3/L(DICで 6～9mg-C/L)
目標値。 

・ボストン メトロポリタン水道 
⑥USA フィラデルフィア水道局 1999 年報告書 
 ｐH を 7.0～7.8、オルトリン酸塩の総量を 0.1mg/L を上回るようにしている。 
 家庭内の配管にある鉛が問題。 
⑦カナダ ウイニペグ市水道局 
   2000 年 5 月 29 日からオルﾄリン酸塩添加。 
 カナダのガイドライン値は流水後 10ppb。 
 オルトリン酸塩の注入量は 5 月～10 月まで 0.5ppm から 3.0ppm、2001 年の夏までに 

1.0ppｍに維持される。 
⑧USA ニューヨーク市 

1991 年ＥＰＡは鉛の基準値を 50ppb から 15ppb に引き下げた。 
1992 年 10 月オルトリン酸塩の添加開始。 
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⑨オランダ、英国 
オランダは 1984 年各都市の水質と鉛の濃度について調査をした結果、ｐH が高いほど鉛

溶出濃度が低下する関係が示された。 
英国のグラスゴーでもｐH を上げることにより、鉛溶出濃度の低下傾向が認められるとい

っている。 
 
3.3 鉛問題対策特別調査委員会報告書  
（日本水道協会 2001（平成 13）年 9 月） 
本報告書の内容は以下の 4 つが含まれている。 

資料-1 日本水道協会「新浄水装置及び給水器具の評価に関する調査報告書」(A)平成 3 年度 
資料-2 日本水道協会 

「全国 16 都市の水道事業体の鉛問題等に関する実態調査」(B)平成 11 年度 
資料-3 東京都水道局「鉛管の使用状況及び水質調査結果について」（C）平成 12 年度 
資料-4 横浜市水道局「鉛管に関する水質実態調査（流水及び滞流水）」（D）平成 12 年度 
 
1) ｐH 値と鉛の溶出濃度 
・ｐH 値が 7.5 以上になると鉛が低濃度になる傾向が見られている。（A：水質年報による

結果） 
・ｐH 値が 7.2 以上になると鉛濃度は低くなる傾向が見られ、滞流水の場合には 7.3 以上に

なると 0.1mg／L 以下になっている。また流水の場合には 7.4 以上では 0.01mg／L を下

回っている。（A：事業体実態調査結果） 
・給水のｐH 値と鉛濃度との関係は、ｐH 値が高くなるに従って鉛濃度は低減する傾向が

見られる。ｐH 値としては 7.5 程度以上で鉛溶出量の低減効果が認められる。このｐH
調整は、鉛給水管の布設替えが終了するまでの暫定的な方法の一つと捉えられる。また、

このｐH 調整は配水管・給水管等の腐食（赤水）防止としても有効な方法である。しか

し、ｐH 値を余り上昇させると、トリハロメタン濃度が高くなる場合もあるので、原水

の水質・浄水処理方法等を考慮して、上昇させるｐH 値を設定する必要がある。（B） 
2) 鉛管の長さと鉛の溶出濃度 
・鉛管の長さが 10ｍを越えると高い鉛濃度が発生している例が見られる。なお、水温に関

しては必ずしも明確ではない。（A：水質年報による結果） 
・鉛管長さと鉛濃度の関係は、滞留水、流水とも管長との相関性は余り認められていない。

滞留水については管長が長くても鉛濃度が上昇することはないので、管長の影響はなく

ても不自然ではない。また、流水については管長の影響を受けることが予想されたが、

採水時の放流量が異なれば鉛濃度も影響を受けることが考えられる。（A：15 事業体実態

調査結果） 
・鉛管の長さと鉛濃度の関係は、滞留水の場合については、相関性が余り見られていない。

流水については鉛管の管長が長いほど鉛濃度が高くなる傾向が、調査したいくつかの水

道事業体で見られたが、明確な相関性までは判明していない。（B） 
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3) アルカリ度と鉛濃度 
・アルカリ度と鉛濃度の関係は、50㎎/L以上になると鉛濃度は下がる傾向が見られる。（A:15

事業体実態調査結果） 
4) カルシウム硬度と鉛濃度 
・カルシウム硬度もアルカリ度と類似の傾向があり、50 ㎎/L 以上では鉛濃度は低くなる傾

向が見られている。 
5) 滞留時間と鉛濃度 
・滞留水と鉛濃度の関係は、ｐH 値が 7 以下のサンプルでは相関性は認められなかったが、

ｐH 値 7 以上のサンプルにおいては滞留時間とともに鉛濃度が高くなる傾向が見られた。

これはｐH 値が低くて溶出しやすい状況では、滞留時間よりもｐH 値の影響が大きくな

ることを示しているものと考えられる。（A：15 事業体実態調査結果） 
・鉛管使用延長 6ｍを超えるグループでは 8％が現行水質基準（0.05 ㎎/L 以下）を超える

ものがあり、その割合は、使用延長が長いほど高くなる傾向があった。（C） 
・鉛管使用延長全てのグループで将来予定されている水質基準（0.01 ㎎/L 以下）を超える

ものがあり、その割合は使用延長が長いほど高くなる傾向があった。（C） 
・鉛管を使用している 289 箇所で測定した滞留水の鉛濃度は、現行の基準値を超えたもの

はなかったが、新基準値を超えた家庭は、鉛管を使用している家庭の 5.5％（16 戸/289
戸中）となった。（C）  

6) 放流水量と鉛濃度 
・給水管として鉛管を使用している給水栓においては、水を滞留させた場合、鉛管と水と

の接触時間が長くなり、開栓初期の鉛濃度が一時的に高くなることが考えられる。こう

いう場合には、開栓初期の水を放流して、飲用以外に使用する。放流水量を算出するに

は、鉛管の管長、口径等によって異なるので、水量や時間を一定には決められない。従

って、配管状況を調査し、適宜放流水量を決める。（B） 
・10 リットル流した後の水は、鉛管使用延長の全てのグループで現行水質基準（0.05mg/L）

を超えるものはなかった。（C） 
・10 リットル流した後の水は、鉛管使用延長が 3ｍを超えると、将来予定されている水質

基準（0.01mg/L）を超えるものがあり、その割合は、鉛管使用延長が長いグループほど

高くなる傾向があった。（C）  
7) 流水の鉛濃度 
・鉛管を使用している 299 箇所で測定した流水の鉛濃度は、すべて新水質基準(0.01 ㎎/L)

を下回っていた。 
 この結果から通常の使用状態では問題ないといえる。（D） 
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資料-1 新浄水装置及び給水器具の評価に関する調査報告書 
               （1992(平成 4)年 3 月：日本水道協会） 
 1) 鉛管使用給水栓における鉛濃度 
  水質年報における調査（流水） 
  個別データ数  18 事業体      1,125 件 
  平均データ数  21 事業体       370 件 
  実態調査（停滞水及び流水） 
  事業体数    15 事業体 データ数  571 件 
2) 鉛管を使用していない給水栓の濃度調査 
  実態調査     13 事業体 
  検体数 停滞数 550 件     流水 566 件 
3) 鉛管使用給水栓における鉛濃度 

①水質年報による結果 
水質年報を用いて、鉛管を使用している給水栓の流水中の鉛濃度を整理した結果は、

0.1mg/L を越えるものは見られていないが、個別データを見ると 0.01mg/L を超えない

ものは 94.5%であり、5.5%が超えている。平均値で評価すると、0.01mg/L を越えるも

のが 5.7%であり、個別データとほぼ同じ結果となっている。 
 個別データ整理結果 
     0.01mg/L を超えないデータ数  1,063 件（94.5％） 
 平均データ整理結果 
     0.01mg/L を超えないデータ数   349 件（94.3％） 
鉛の溶出濃度と他の水質、鉛管長さとの関係は、次のとおりである。 

   ｐH 値に関しては、7.5 以上になると鉛が低濃度になる傾向が見られている。 
鉛管の長さとの関係については 10ｍを越えると高い鉛濃度が発生している例がみら

れ、鉛管長さが長い場合は鉛濃度も高くなるものと判断される。 
②15 事業体実態調査結果 

  ａ 鉛の出現頻度 
   出現頻度は、滞留水では 0.1mg/L を超える件数は全体の 2.6%であり、0.01mg/L 以

下を超えるものは 37.5%含まれている。 
   流水では 0.1mg/L を超えるものはないが、0.01mg/L を超えるものは 8.4%となって

いる。 
        0.1mg/L を超えないデータ数 
          滞留水      556 件（97.7％） 
          流水       571 件（100％） 

0.01mg/L を超えないデータ数 
          滞留水      357 件（62.5％） 
          流水       523 件（91.6％） 
ｂ ｐＨ値と鉛濃度の関係 

  ｐＨ値は、7.2 以上になると鉛濃度は低くなる傾向が見られ、滞留水の場合には 7.3 以 
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  上になると 0.1ｍｇ／Ｌ以下になっている。また、流水の場合には 7.4 以上では 0.1ｍ 
ｇ／Ｌを下回っており、水質年報での傾向と類似している。 

ｃ アルカリ度と鉛濃度 
  アルカリ度と鉛濃度の関係は、50mg/L 以上になると鉛濃度は下がる傾向が見られる。 
ｄ カルシウム硬度と鉛濃度 

  カルシウム硬度もアルカリ度と類似の傾向があり、50mg/L 以上では鉛濃度は低くなる 
  傾向が見られている。 

ｅ 鉛管長さと鉛濃度 
  鉛管長さと鉛濃度の関係は、滞留水、流水とも管長との相関性は余り見られなかった。

停滞水については管長が長くても鉛濃度が上昇することはないので、管長の影響はな

くても不自然ではない。 
ｆ滞留時間と鉛濃度 

  pH 値が 7 以下のサンプルでは相関性は認められなかったが、pH7 以上のサンプルにお

いては滞留時間とともに鉛濃度が高くなる傾向が見られた。 
4) 溶出及び防止対策に関する実験調査結果 
①横浜市の実験結果 
 ・古い鉛管（20 年程度使用）と新しい鉛管 
 ・共通して滞留時間が長いほど、鉛濃度は上昇する。 
 ・旧管よりも新管の方が溶出レベルは高い。 
 ・3 月と 8 月では 8 月の方が鉛濃度は高い。 
 ・滞留時間が 6 時間までならば放水を 4～5Ｌ行えば新管を除いて鉛濃度は 0.01ｍｇ／Ｌ

以下になる。 
 ・滞留時間が 24 時間でも 10Ｌ程度放水すれば、鉛濃度は 0.01ｍｇ／Ｌ以下となる。 
② 大阪市の実験結果 
・ 2 年間使用した旧管による pＨ値の影響を実験している。 
・ ｐH 値を 7.0 程度から 7.5 にすることにより、鉛溶出量を 40％程度低下させることが

できる。 
・ 水温は高いほど溶出量は大きい。 
・ 鉛管内の流速は大きいほど溶出濃度は低い。 
・ 溶出した鉛は顕微鏡やメンブレンフィルターによるろ過試験から、溶解性だけでなく

粒子状としても存在していることが確認された。 
③ 東京都の実験結果 
・ 新管と旧管 4 種類（S.11 年､31 年、49 年、53 年）による滞留時間の影響を実験して

いる。 
・ 滞留時間 5 時間までは新、旧管とも増加するが、旧管ではそれ以上滞留させても増加

は少ない。ただし、新管ではその後も増加する。 
・ 新管、旧管ともｐH 値を 7.0 から 7.5 程度に上げることにより鉛濃度を半減させるこ

とができる。新管では効果が顕著であるが、旧管ではそれほど顕著ではなかった。 
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資料-2 16 都市水道事業体の実態調査（平成 12 年 3 月） 
1) 概要 
・鉛管使用の給水栓水の鉛溶出量は、滞留水の方が高く、放流水は低い値を示している。 
・鉛溶出量は、夏季高水温時には高く、冬季低水温時には低い傾向である。 
・多くの都市では、管の口径が太く、管延長がながいほど、鉛溶出量が高くなる傾向が

見られた。 
・10L から 15L 放水すると、鉛溶出量は低下する。 
・ｐH 調整では、ｐH 値 7.5 程度以上に増加させれば、鉛溶出量は低減される。 
・ｐH 調整の効果は、アルカリ剤である苛性ソーダ、消石灰、消石灰と炭酸ガス併用で

は、短時間では差は認められない。しかし、長期間になると、消石灰と炭酸ガス併用

法が、鉛溶出量の減少率が少ない。 
・1μｍのろ紙でろ過したろ過水の鉛濃度は、いずれもろ過前の濃度よりも低い値であっ

た。このことから、鉛の状態は、溶解性よりは酸化鉛等の粒子状の状態で鉛管から剥

離してきたことが推定される。 
2) 放流水量と鉛濃度 

給水管として鉛管をしている給水栓においては、水を滞留させた場合、鉛管と水との接

触時間が長くなり、開栓初期の鉛濃度が一時的に高くなることが考えられる。 
こういう場合には、開栓初期の水を放流して、飲用以外に使用する。 
放流水量を算出するには、鉛管の管長、口径等によって異なるので、水量や時間を一定

には決められない。したがって、配管状況を調査し、適宜放流水量を決める。 
参考：水道事業体の調査によれば、鉛管内容積の 5～10L（鉛管内容積の 2.5～5 倍）の放

水量で、鉛濃度が 0.01mｇ/L 以下程度になった。 
・Y 事業体：古い鉛管（20 年程度使用）と新しい鉛管との比較を行った。 
いずれの鉛管も口径は 13mm で管延長は 15ｍである。 
古い鉛管では、滞留時間が 6 時間までならば、最初の放水を 4～5L 行えば、鉛濃度は 
0.01mｇ/L 以下程度となる。 

  古い鉛管では、滞留時間が 24 時間でも、10L 程度放水すれば、鉛濃度は 0.01mｇ/L 
  以下程度となる。 
  新しい鉛管では、同じ水量を放水しても、0.01mｇ/L 以上であった。 
・N 事業体：10～15L 放水すると、鉛濃度 0.071mｇ/L、0.069mｇ/L がいずれも 0.007m 
ｇ/L に低下した。 

3) 鉛管の長さと鉛濃度 
 鉛管の管長と鉛濃度との関係は、滞留水については余り見られていない。 

流水については、鉛管の管長が長いほど鉛濃度が高くなる傾向は、いくつかの調査した

事業体で見られたが、明確な相関性まで判明していない。 
参考：事業体での測定例 
・A 事業体：モデル配管による調査で、管延長が長いほど鉛の溶出量が多くなる。 
・B 事業体：管延長と鉛溶出量との間には明確な関係は見られなかった。 
・G 事業体：管延長の長いほうが鉛溶出量が高くなる傾向であった。 
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・H 事業体：夏季の例では、管延長の長いほうが鉛溶出量が高くなる傾向であった。 
・I 事業体：管延長が長く、管口径が太いほど鉛溶出量が高くなる傾向が見られた。 
・O 事業体：管延長の長い箇所ほど鉛溶出量が高い値を示す傾向であった。しかし、0.4
ｍと短い箇所で最高値を示す場合があった。 

4) ｐH 値と鉛濃度 
給水のｐH 値と鉛濃度との関係はｐH 値が高くなるに従って鉛濃度は低減する傾向

が見られる。ｐH 値としては、7.5 程度以上で鉛溶出量の低減効果が認められる。しか

し、ｐH 値を余り上昇させると、トリハロメタン濃度が高くなる場合もあるので、原水

の水質・浄水処理方法等を考慮して、上昇させるｐH 値を設定する必要がある。pＨ調

整により、鉛溶出量を低減させることは可能である。このｐH 値調整は、鉛給水管の布

設替えが終了するまでの暫定的な方法の一つと捉えられる。また、この pＨ値調整は配

水管・給水管等の腐食（赤水）防止としても有効な方法である。 
参考：事業体での調査例 

・E 事業体：ｐH 値を 7.2 から 7.47 に、また 7.3 を 7.63 に上昇させ調査した。鉛溶出量

の低減に効果が認められた。 
・H 事業体：ｐH 値を 7.2 から 7.47 にアップさせた。鉛溶出量の低減に効果が認められ

たアルカリ剤は消石灰単独と炭酸ガス併用で調査した。炭酸カルシウム皮膜形成（役

10 ヶ月）では併用法が低減率が高かった。 
・I 事業体：ｐH 値を 7.0 から 7.5 に上昇させ調査した。滞留水については、鉛溶出量は

pＨ調整後は約 60％低減された。流水については、半減しているところもあったが、バ

ラツキがみられた。 
・O 事業体：ｐH 値を 7.3 から 7.5 に上げると 20～30５程度、7.3～7.8 に上げると 30～

40％程度、7.3 から 8.1 に上げると 50％程度溶出量が低減された。アルカリ剤の消石

灰、苛性ソーダ、消石灰と炭酸ガス併用とで、鉛溶出量はいずれも低減され、3 者の間

での差は認められなかった。 
・ｐH 調整の効果は、流水に比し滞留水の方が鉛溶出量の低減効果が大きく現れた。 

 
資料-3 鉛管の使用状況及び水質調査報告（東京都水道局）（鉛製給水管の使用状況及び水

質調査結果について）プレス発表 2001（平成 13）年.7.18 
1) 鉛製給水管使用状況調査 
対象 鉛製給水管が使われている可能性がある昭和 55 年度以前に布設された給水管で、

水道局が図面を保管している約 356 万件を対象にした。 
期間 平成 12 年 4 月から平成 13 年 3 月 
方法 図面（宅地内配管図面）により使用件数及び一件別の使用延長を調査した。 
結果 配水管から蛇口までの間に一部でも鉛製給水管が使われている件数は、約 169 万

件であり、そのうちメーターから蛇口までの間に鉛製給水管が使われている件数

は、約 102 万件であった。また、給水件数 585 万件に対する割合は、それぞれ 29％、

17％であった。表-5にメーターから蛇口までの間に鉛製給水管が使われている102
万件の内訳を示す。 
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    表-5 メーターから蛇口までの間に鉛製給水管が使われている 102 万件の内訳 
   鉛製給水管使用延長      件数 

 1ｍ以下 約 66 万件（64.7％） 
    1ｍを超え 3ｍ以下 約 15 万件（14.7％） 

3ｍを超え 6ｍ以下 約 6 万件（5.9％） 
    6ｍを超える  約 15 万件（14.7％） 
        計 約 102 万件（100％） 

2) 水質調査 
対象 鉛製給水管の使用延長別に合計 311 件のご家庭を調査した。  
方法 朝一番の水 2L を採水し、引き続き 8L 流した（計 10L）後の水を 2L 採水し、調

査した。 
期間 平成 13 年 6 月から 7 月 
結果  
○朝一番の水 
・ 使用延長 6m を超えるグループで 8％が現在の水質基準値（0.05mｇ/L）を超えた。 
・ 使用延長全てのグループで将来予定されている水質基準値（0.01mｇ/L）を超えるも

のがあり、その割合は、使用延長が長いグループほど高くなる傾向があった。 
○10L 流した後の水 

 ・使用延長のすべてのグループで現在の基準値を超えるものはなかった。 
 ・使用延長が 3m を超えると、将来予定されている基準値を超えるものがあり、その割合

は、使用延長が長いグループほど高くなる傾向があった。   
  表-6 に鉛製給水管使用延長別の朝一番と 10L 流した後の水道水中の鉛濃度を示す。 
 
表-6 鉛製給水管使用延長別の朝一番と 10L 流した後の水道水中の鉛濃度 
鉛製給水管使

用延長（グルー

プ） 

調査

件数

 

   朝一番の水  10L 流した後の水 
0.01mｇ/L

以下 

 

0.01mｇ/L

超 0.05mｇ

/L 以下 

 

0.05mｇ

/L 超 

 

0.01mｇ/L

以下 

 

0.01mｇ

/L 超

0.05mｇ

/L 以下 

 

0.05mｇ

/L 超 

 

1m 以下 47 87％ 13％ 0％ 100％ 0％ 0％ 
1m を超え 3m 以

下 

80 81％ 19％ 0％ 100％ 0％ 0％ 

3m を超え 6ｍ以

下 

91 65％ 35％ 0％ 93％ 0％ 0％ 

6m を超える 93 60％ 32％ 8％ 78％ 22％ 0％ 
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資料-4 鉛管に関する水質実態調査報告（流水及び滞留水）横浜市水道局 
1) 調査概要 
 調査は、鉛管の延長別にグループに分け、また、比較のため鉄管を使用している家庭に

ついても調査対象とした。次にグループごとに約 100 箇所の一般家庭を無作為で抽出し、

流水と停滞水を採水して、鉛・鉄など 11 項目を分析した。延長及び試料数は表-7 の通りで

ある。 
 
           表ｰ 7 調査対象の水道管の種類及び試料数 

 流水 停滞水 
調査機関 平成 12 年 7～8 月 11～12 月

管種 鉛管延長 試料数 試料数 
A 3m 以下  105  103 
B 3.1～6.9ｍ  100   99 
C 7.0ｍ以上   94   87 
D 鉄管（鉛非使用）  102  100 

     合計  401  389 
 
2) 調査方法及び結果 
 採水方法は、流水については公定の検査方法に従い、各家庭の通常使用している給水栓

（殆どが台所）で、水道管内に停滞した水を流し、本管の水に入れ替わったことを確認し

てから採水した。通常、水質検査は流水を採取しているが、念のため、停留水についても

検査した。停滞水はそれぞれの家庭に依頼して、早朝など使用開始水 5L を採水したもので

ある。平均停滞時間は 8 時間 17 分でした。 
① 流水の鉛濃度（2000（平成 12）年 7 月～8 月実施） 
 調査した流水の鉛濃度は、すべて新水質基準（0.01mg/L 以下）を下回る結果となってい

る。この結果を踏まえると、鉛管を使用している家庭は約 28 万戸あるが、通常の使用状態

では問題ない。 
② 停滞水の鉛濃度 
 現行の基準値（0.05mg/L）を越えたものはなかったが、新基準値を越えた家庭は、鉛管

を使用している家庭の 5.5%（16 戸/289 戸中）となった。 
 鉛濃度が新基準値（0.01mg/L 以下）を超えたものと鉛管の布設延長との関係を見ると布

設延長が最も短い A グループでは 2 戸（1.9％）であったが、布設延長が 3.1m 以上の B グ
ループで 7 戸（7.1％）、7.0ｍ以上の C グループでは 7 戸（8.0％）と鉛管の布設延長が 3.1
ｍ以上では、超過した戸数割合はほぼ同様に高い値となった。 
 

4. 国立医療保健医療科学院の実験報告書 

4.1 鉛管、水道メータ、継ぎ手等の給水装置から溶出する金属類の溶出特性 

（国立保険医療科学院 特別課程 水道工学コース特別研究 1999（平成 11）年度） 
国立保健医療科学院では水道水中に検出される鉛は給水装置に使用されている鉛管、水
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道メーター、継ぎ手等に大きく由来しているとして、これらの給水装置について浸出試験

を実施した（1999(平成 11)年度「鉛管、水道メータ、継ぎ手等の給水装置から溶出する金

属類の溶出特性」）。ここでは、鉛管の結果について述べる。 
 実験は鉛管未使用品（新管）と使用済み品（旧管）（23 年から 31 年間使用）、13ｍｍ､20
ｍｍ各 3 個ずつ計 12 個使用して、浸出用液を注ぎ、パラフインで封入し、24 時間静置し

た。 
その結果、新管、旧管ともアルカリ度の増加に比例して、鉛溶出濃度が増加した。 

 硬度との関係では、新管のみ硬度に比例して、鉛溶出濃度が増加した。 
 残留塩素（最高 1mg/L）との関係では残留塩素 0.3mg/L でピークを示し（約 20%）、こ

れ以降は僅かな減少傾向が見られた。 
 オルトリン酸 1.0mg/L 添加による鉛溶出の低減効果を調べた。その結果、新管ではアル

カリ度の増加とともに、鉛は逆に増加した。旧管ではアルカリ度が増加しても 62％程度低

減した。 
 
4.2 給水装置からの鉛の溶出特性を把握するための配管モデルを用いた室内実験 11) 
（国立保険医療科学院 特別課程 水道工学コース特別研究 2000（平成 12）年度） 
1) 目的 
 水道水中への鉛溶出の低減化を考えるとき、その溶出実態や溶出条件を把握することが

重要であり、これを把握することにより有効で的確な対策が立てられる。そこで本研究で

は、溶出実態、溶出条件について調査を行い、また実験により蛇口で採水される水の鉛濃

度変化を確認することを目的とした。 
2) 各事業体における調査結果 
① フィールドにおける実態調査結果 
a 採水・溶出条件等 
  滞留水：実際に使用している水道から検体を採取しており、採水箇所、滞留時間及び

採水量等にはバラツキが考えられる。さらに、鉛管の状況（布設年度、延長、

口径等）や水道水の水質状況（水温、ｐＨ、硬度等）も様々である。 
流水：滞留水と同じく採水・溶出条件（放水量、流速等）にはバラツキが考えられる。 

b 長期目標値の 0.01mg/L 超過率 
一般家庭を対象とした調査において、滞留水で0.01mg/Lを超過したものは、2.9～88.5%、

流水では 0.0～65.4%の範囲であった。 
採水・溶出条件は上述したとおり様々であるが、全体的には、滞留水に比べて流水の方

が、0.01mg/L 超過率は低い傾向が伺われた。 
c その他の結果 
   各事業体ごとの結果を列記すると以下の通りであり、同じ結果が提示されたものも 

あれば、中には相反する結果等もあった。 
 これらは、実態調査の中で様々な条件下で実施されたことや滞留水としたなかに流

水的性格の強いもの、また反対に流水としたものに滞留水に近いものがあったこと

など種々の要因によるものと考えられる。 
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・ 滞留時間の長い水道水で比較的高い濃度の鉛が検出された。 
・ 給水栓ごとに比較すると、流水の方が、開栓直後の水に比べて鉛濃度は低くなってい

た。 
・ 水道水のｐＨを７から 7.5 にあげると、鉛の溶出に平均値で滞留水では 51～61%、流

水では 33～50％低減されており、特に滞留水で効果が大きかった。 
・ 滞留水及び流水いずれにおいても、鉛管の布設年が新しいものほど、また鉛管距離が

長いほど鉛溶出濃度が高い傾向にあった。 
・ 鉛溶出濃度と水系に、関係は見られなかった。 
3) 実験 
① 実験方法  
 横浜市より、使用済み給水管（26 年使用）、メーターを提供があり、流水による測定の

できる装置を組み立て、実験を行った。 
 鉛管は、口径 20ｍｍで、長さはメーター前後で計 81cm、内容積は計 160.1mＬである。 
 水道水を封入し 6 時間静置し、流水を所定（１L/分,2L/分､4L/分）の流量を流し、鉛管

を経由して流出してきたものを時系列ごとに採水した。 
② 実験結果 
結果は下記の通りである（流量は 1L/分 2L/分 4L/分と変更）。 

・初流分については、すべての流量でも同様の濃度（0.0117～0.0150mｇ/L）を示した。 
･ピーク時の濃度は 0.1502～0.1856mｇ/L と 0.05mｇ/L を大幅に超過した。 
･その後は、流量によって安定するまでの時間は異なるが（流量大の方が早く安定する）、

安定した濃度としては 0.01mｇ/L 以下であった。 
  

4.3 鉛製給水管からの鉛の溶出とその影響因子に関する基礎的実験 
（国立保健医療科学院 特別課程 水道工学コース特別研究 2001（平成 13）年度） 
1) 実験目的 
 未使用の鉛管及び pH 値、アルカリ度、硬度、残留塩素、水温を調整した水を用いた実験

を行い、以下のことを調査した。 
（実験 1）pH 条件が異なる場合の、単体の鉛管を用いた滞留時間と鉛溶出問題との関係 
（実験 2）pH 条件が異なる場合の、模擬配管を用いた通水試験による鉛溶出濃度の変化 
（実験 3）同一鉛管について繰り返し滞留試験を行った時の鉛溶出濃度の変化 
2) 実験方法 

① 供試材料 
 用いた鉛管は未使用のものであり、内径 20mm、厚さ 4.2ｍｍ、長さ 1m の合金鉛管であ

る。 
② 浸出用液 
浸出用液の調整は「給水の構造及び材質の基準」の浸出性能に関する基準に記載されて

いる方法に準じて調整した。 
浸出用液は以下の通りである。 
pH 値：実験条件により、5.8、7.0、7.5、8.6 の各±0.1 
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残留塩素：0.3（±0.1）mg／L 
アルカリ度：35（±5）mg／L 
硬度 45（±5）mg／L 
水温 23℃ 

③ 実験内容 
 実験条件は表-8 にします。 
表-8 各実験における pH 値、滞留時間、供試鉛管の条件設定 

 実験１ 実験 2 実験 3 
pH 値 5.8､7.0､7.5､8.6 5.8､7.0,7.5,8.6 7.0 

滞留時間 1.3,6､12,24,36､48,60,72 6 24 または 72 

供試鉛管 
 

それぞれの pH 値、滞留時

間ごとに別々の鉛管を使

用 

それぞれの pH 値ご

とに別々の鉛管を使

用 

1 本の鉛管を繰り返し使

用 

 
①実験 1 について 
表-9 に検体の採取条件を示す。 
表-9 検体の採取条件 
検体 No. 採水時間（秒） 積算流量（ｍ

L） 
 検体 No. 採水時間（秒） 積算流量（ｍL）

  1 0~4 266.7 13 48~52 3,467.1 
2 4~8 533.4  14 52~56 3,733.8 
3 8~12 800.1 15 56~60 4,000.5 
4 12~16 1.066.8 16 60~64 4,267.2 
5 16~20 1,333.5 17 72~76 5,067.3 
6 20~24 1,600.2 18 84~88 5,867.4 
7 24~28 1,866.9 19 96~100 6,667.5 
8 28~32 2,133.6 20 108~112 7,467.6 
9 32~36 2,400.3 21 120~124 8,267.7 

10 36~40 2,667.0 22 148~152 10,134.6 
11 40~44 2,933.7 23 176~180 12,001.5 
12 44~48 3,200.4 

 
洗浄 
 未使用の鉛管を水道水で 1 時間洗浄した後精製水で 3 回洗った。 
充水及び静置 
 表-2 に示した各 pH 値の浸出用液を作成し、各 pH 値の浸出用液を作成し、各 pH 値ごと

に 9 本の供試鉛管に充水し、パラフィルムで封入した後静置して、それぞれの滞留時間

後に採水した。 
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滞留時間について 
 滞留時間の設定については、これまでの滞留試験の報告を参考に、実際の家庭内におい

て連続で水を使用しない状況を想定して、設定した。 
② 実験 2 について 
a 模擬配管装置 

 今回使用した模擬配管の使用材料の一覧を表ｰ 10 に示す。 
表-10 使用材料一覧 
    名称  口径 

（mm）

 延長 
（mm）

 内容量 
（ｍL） 

鉛管前配管 HIVP  13  785   104.2 
HIVP  20  3,930  1､234.6 

    鉛管前配管計   4,715  1,338.8 
 鉛管（供試体） 継手含む  20  1,140   358.1 
 鉛管後配管 HIVP  20  1,270   400.1 

SGP-VP  20 1,020   320.4 
    鉛管後配管計  2,290   720.4 
  採水口 胴長水栓  13   
        計  8,145  2,417.3 

 試験方法は以下の通りである。 
b ブランク試験  
 供試体以外からの鉛溶出を確認するために、ブランク試験を行った。 
 ブランク試験は、鉛管配管箇所に HIVP 管を配管し、「給水の構造及び材質の基準」の浸

出性能に関する基準に記載されている方法に基づいて、配管全体を水道水で 1 時間洗浄し、

pH7.0 の浸出用液を 16 時間滞留した後、配管に滞留した部分を採水するため表-9 の採取条

件で 40 秒間採水した。 
c 洗浄 
 水道水で 1 時間洗浄した鉛管を配管し、ポンプで送水して、配管内容量 3 回分の各 pH 条

件の浸出用液を通水した。 
d 充水及び静置 
 浸出用液を配管内に充水し 6 時間静置した。 
e 検体採取 
 浸出用液を一定流量（4L/min）で通水し、採水口より時系列ごとに検体を採取した。 
 なお、この条件下での 1 検体の採取量は計算上 266.7ｍL（配管延長で 850mm）となる。 
 実際の家庭における使用状態では 6L/min から 10L/min 程度の流量であるが、実験では

採水作業上困難なため、平成 12 年度水道工学コース特別研究の通水試験方法を参考に

4L/min とした。 
滞留時間について 
 大阪市の調査によれば、滞留した場合 pH 値の条件が異なってもほぼ 6 時間経過すると、

鉛溶出濃度が一定となることが確認されており、本実験では滞留時間を 6 時間とした。 



52 
 

③ 実験 3 について 
洗浄 
 実験 1 と同様 
充水及び静置 
 pH7.0 の浸出用液を作成し、供試鉛管に充水しパラフィルムで封入後静置した。その後

24 時間ごとに採水、再度 pH7.0 の浸出用液を充水することを繰り返し行った。 
4) 実験結果および考察 
滞留試験の結果は以下の通りである。 

・滞留試験では、すべての pＨ値において、滞留後 3～6 時間目で鉛溶出濃度のピークを迎

え、約 48 時間後に約 0.1～0.2mｇ/L に下がり、その後は一定傾向を示した。 
・滞留時間と鉛溶出濃度の関係では、特に滞留時間が長くても、鉛濃度は高くなかった。

未使用管のため初期に高濃度の鉛が溶出したものと思われる。 
・pＨ値に関係なく、鉛溶出濃度は全ての滞留時間で基準値 0.05mｇ/L を上回っていた。 
 
通水実験（別々の未使用管）では、水道水で 1 時間洗浄した鉛管を、配管内容量 3 回 
分の各ｐH 値（5.8､7.0､7.5､8.6）の条件の浸出溶液を通水した。通水量は 4L/分である。

その結果は下記の通りである。 
・通水実験では、滞留水域での鉛濃度の最高は開始から 12～16 秒後（No.4）で濃度は 0.323

～0.664mｇ/L であった。これは、最も鉛濃度の高い鉛管部分の滞留水が、積算流量の計

算上では、8～12 秒（No.3）から流出し始め、検体 No.4 でほぼ流出しきるからである。

また、No.4 の鉛濃度は pＨ値が高いほど低かった。 
・流水域（開始から 40 秒）では配管内容量が 2～3 回入れ替わったところで、鉛濃度はほ

ぼ一定となった。その値は pＨ5.8 で 0.024mｇ/L 程度、他の pＨ値ではいずれも 0.008m
ｇ/L 程度と低い値であった。 
鉛の存在形態を確認するため、滞留水と思われる検水についてメンブレンフイルター

（0.20μｍ、0.45μｍ）でろ過をし、鉛濃度を測定した。その結果は下記の通りである。 
全量とろ過水で鉛濃度に差が見られ、特に通水状態と、滞留状態間でも明らかに差が見

られた。通水状態の方が不溶態比率が高く、通水状態の場合は、せんだん力等により管

壁面から剥離された鉛であると推測される。 
 
4.4 鉛給水管からの鉛の溶出に関する基礎的実験 
（国立保健医療科学院 特別課程 水道工学コース特別研究 2002（平成 14）年度） 
国立保健医療科学院では未使用の鉛給水管を用いて、コンディショニング期間（1.3.5 ヶ

月）、硬度（45、80、120mｇ/L）、残留塩素（0.1.0.3.1.0mｇ/L）、滞留時間（1～48 時間）

を変化させて、鉛溶出濃度の関係を調査した。 
その結果は下記の通りである。 

・硬度については、コンディショニング期間が短いと（1 ヶ月）、硬度 120mｇ/L よりも 80m
ｇ/L の方が鉛濃度が高いことが確認された（硬度 120mｇ/L 最高 0.173mｇ/L、硬度 80m
ｇ/L 最高 0.530mｇ/L）。コンディショニング期間が長いと（3.5 ヶ月）、硬度（80.120m
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ｇ/L）による差はなく、初めからほぼ同じ値で（0.134～0.145mｇ/L）、滞留時間 6 時間

位からは安定した。 
・残留塩素については、残留塩素濃度の大小に関わらず、コンディショニング期間が短い

場合は 12 時間までは鉛濃度が高い。24 時間以降は、コンディショニング期間に関係なく、

一定値（0.110～0.1343mｇ/L）を示した。 
 
4.5 鉛給水管からの鉛の溶出に関する基礎的検討) 
（第 54 回 全国水道研究発表会 2003（平成 15）年 5 月 国立保健医療科学院） 
1) はじめに 
未使用の鉛管と浸出用液を用いて一定の条件で基礎的な実験を行ったところ、鉛の溶出

に影響する水質的な要因と管内表面の不導体皮膜の生成に関して若干の知見を得たので報

告する。 
2) 実験方法 
 鉛管は、内径 20mm、長さ１ｍの未使用の管を用いた。 
浸出用液は「給水装置の構造及び材質の基準」に準じて、pH7.0（±0.1）、硬度 45（±5）

mg/L、アルカリ度 35（±5）mg/L 及び残留塩素 0.3（±0.1）mg/L を標準として、必要に

応じて pH 値等を変えて調整した。浸出用液で三回共洗いをした後、管に充水して、パラフ

ィルムで密封し、23℃の室内で静置して、設定した滞留時間ごとに採水した。なお、鉛の

存在形態を確認するため、メンブレンフィルター0.20μm、0.45μm でろ過した試料につい

ても鉛濃度を測定した。 
3) 結果及び考察 
その結果は下記の通りである。 
・コンディショニングを行ってバラツキの変動を調査した結果、各 pＨともに開始直後は鉛

濃度の変動が大きいとともに、管ごとのバラツキが大きいが、徐々に濃度が安定し、約 1
ヶ月程度で pＨ7.0､8.0 については約 0.1mｇ/L、pＨ6.0 については、0.4～0.5mｇ/L に安

定した。 
・一定期間のコンディショニングを経て鉛濃度が安定した管を用いて、滞留時間と鉛濃度

の関係を調べた。その結果、いずれの pＨにおいても、滞留時間が 6 時間までは鉛濃度が

上昇し、それ以降はほぼ一定の値となった。ｐH6.0 は 0.4～0.5mｇ/L で一定の値となっ

たが、pＨ7.0､8.0 に比べ溶出濃度が高く、安定性が悪かった。pＨ7.0 は 0.12mｇ/L、p
Ｈ8.0 は 0.08mｇ/L 程度で一定の値となった。 

・鉛管の内表面を X 線マイクロアナライザで分析した結果、新管は鉛管の素地であるが、p
Ｈ7.0 によるコンディショニングを経た管は被膜が形成されていた。被膜の元素組成は

Pb と O であったことから、被膜は酸化鉛であると考えられる。 
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３．財政検討における起債制度について 
 財政検討においては、起債制度の適用も検討することが重要である。 
 以下に参考として、「鉛製給水管布設替促進方策検討員会報告書」（2005（平成 17）年 3
月）における起債制度活用についての記述及び起債制度を前提とした財政試算例を示す。 
 
（１）起債制度活用について 

【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討員会報告書】 
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（２）起債利用による財政的影響の試算例 

【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討員会報告書（資料編）】 
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４．助成金及び融資制度 
 
4.1 助成金制度 

【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討員会報告書】 
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4.2 融資制度 

【出典：鉛製給水管布設替促進方策検討員会報告書】 
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５．アンケート調査結果 
 
 アンケート調査は、先進事業体及び未着手事業体について実施した。 
 調査は、未着手事業体調査は、何が障害となっているか等を把握することを目的とした。 
 先進事業体調査は、布設替え促進対策の内容や布設替えを計画的に進めるにあたっての

留意事項等を確認することを目的とし、布設替え計画、財政支援、組織体制、広報、布設

替え工法等、探査方法を調査した。 
 
5.1 調査概要 

 調査概要を以下に示す。 
 
調査方法：アンケート調査票をメール送付（メール回収） 
調査期間：2012（平成 24）年 3 月 13 日～3 月 21 日 
回収期間：2012（平成 24）年 3 月 13 日～3 月 23 日 
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①未着手事業体調査 
 調査数：45 事業体 
 回収数：22 事業体 
 回収率：48.9％ 
 
 本調査では、2009（平成 21）年度厚生労働省アンケート調査結果から、以下の条件を満

たす事業体を抽出してアンケート調査を行った。 
 
 【条件①】        
・鉛製給水管が「残存」している 
・「布設替え計画を策定」していない 
・給水人口 5 万人未満 
・水道統計データから残存件数の有無を再確認し、残存件数のあるもののみ抽出 
 【条件②】     
・鉛製給水管が「残存」している 
・「布設替え計画を策定」している 
・「公道部の布設替え計画」に具体的な更新件数/延長がなく完了予定年を記載していない 
・給水人口 5 万人未満 
・水道統計データから残存件数の有無を再確認し、残存件数のあるもののみ抽出 
（東日本大震災の影響を考慮し宮城県、岩手県、福島県の事業体は除く）  
 
＜アンケート項目＞ 

番号 設問

① 鉛製給水管布設替え計画を策定されていますか。
② 未策定の場合は、その理由を教えてください。【複数回答可】
③ 策定済の事業体にお伺いします。更新は計画どおり進捗していますか。

また、その理由を記入願います。
④ どのような仕組があれば、布設替えが促進されるとお考えですか。【複数回答可】  
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②先進事業体調査 
 調査数：9 事業体 
 回収数：8 事業体 
 回収率：88.9％ 
 先進事業体は「鉛給水管布設替技術指針」（2000（平成 12）年 3 月）において先進事業

体として事例紹介されている以下の事業体を対象とした。 
＜先進事業体調査対象事業体（大規模事業体）＞ 
  大阪市、川崎市、静岡市、千葉県、東京都（50 音順） 
 また、小規模事業体においても先進事業体を以下のとおり定義し、4 事業を抽出した。 
・鉛製給水管が「残存」している 
・「宅地部も自ら布設替え」している 
・「公道部の布設替え計画」に具体的な更新件数/延長があり、完了予定年を記載している 
・給水人口 5 万人未満 
（合併した事業体であり本体はもっと大きいと想定されるものは除く） 
（東日本大震災の影響を考慮し宮城県、岩手県、福島県の事業体は除く） 
 以上の条件で抽出した事業体のうち、2008（平成 20）年度水道統計データで、以下条件

について確認し、データに整合がとれる事業体を抽出 
・延長、件数ともに「すべて把握している」 
・給水人口がアンケートと水道統計で違いが少ない 
・残存延長件数ともにある程度残存している（延長 10km 程度以上、件数 2000 件程度以上

で、公道部宅地部別に把握している） 
＜アンケート項目＞ 
 番号 設問

1 鉛製給水管布設替え計画について

① 鉛製給水管布設替え計画を策定されていますか。

② 計画対象は以下のどの範囲ですか。（公道部/宅地部等）

③ 計画期間と現在の進捗率を教えてください。

④ 計画はどのような組織体制で実施しましたか。

2 布設替え等促進方策について

① 鉛給水管布設替えに関する広報の内容について教えてください。【複数回答可】

② 鉛製給水管布設替えにおいて採用している財政支援策について教えてください。

③ 鉛製給水管布設替えにおいて実施した財政支援策の効果はありましたか？

効果がなかった場合どのような改善策が必要または有効と考えられるか教えてください。

3 探査方法・工法について

3-1　探査方法について

① 鉛製給水管の調査方法を教えてください。【複数回答可】

② （他水道事業体で）給水台帳が十分整備されていない場合、

どのような方法で鉛製給水管の確認・調査を行えば良いとお考えかご意見をお寄せください。

3-2　布設替え工法について

① 布設替え実績における工法の大まかな採用実績を教えてください。

② 非開削工法について、どのような方法を採用していますか。

また、それらの課題と改善策があればお教えください。

③ 布設替え以外の対策の実施状況を教えてください。（更生工法、ｐH調整）

④ 更生工法について、どのような方法を採用していますか。

また、それらの課題と改善策があればお教えください。

⑤ 鉛製給水管の布設替え工法・布設替え以外の工法について、

 経済性・施工性等を考慮するとどのような工法が良いとお考えですか。

4 今後鉛製給水管布設替えを全国的に推進するために必要と考える制度や方法について

ご意見をください。

70 
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5.2 アンケート調査結果 

 
5.2.1 未着手事業体 

 
（１）設問別結果 

①鉛製給水管布設替え計画を策定されていますか。 

1.策定済 2.策定中 3.未策定 未回答 （計）
回答数 2 2 18 0 22  

1.策定済

2.策定中

3.未策定

 

 
②未策定の場合は、その理由を教えてください。【複数回答可】 

1.他に優先
すべき事業
計画がある

2.資金不足 3.人員不足 4.その他 （計）

回答数 5 7 7 8 27
比率＊ 31% 44% 44% 50% -
※未策定18事業のうち2事業は理由未回答
＊回答事業体数に占める比率  
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0 2 4 6 8 10

1.他事業を優先

2.資金不足

3.人員不足

4.その他

 

＜その他の内容＞ 
・公共施設等に係る鉛製給水管は布設替えを完了している。 
・個人の一般住宅に係る給水管は私有財産であることから、所有者の責任において布設替

えを実施するよう過去に市民周知を図ったため、計画は策定していない。 
・公道内については、配水管(ACP 等)の布設替工事等に併せて公費により随時取り替えて

いるが、それ以外の場所については未了となっている。また、埋設箇所を正確に把握出来

ていない状況にある。 
・鉛製給水管布設路線の道路改良工事や給水管漏水等の際に随時布設替えを実施している。 
・現在残存している鉛製給水管は二次側（宅地側）のみとなっているため、計画を策定す

るまでも無いと考えている。 
・市が管理する公道内の鉛製給水管は布設替え済み。使用者が管理する宅地内の鉛製給水

管は、布設替え計画未策定。未策定理由は、図面がなく鉛製給水管の有無を確認できない

家屋が多いことなどから計画策定に膨大な時間を要すこと、宅地内の給水管は使用者の財

産で、布設替え費用は使用者の負担であるため、使用者が布設替えに応じなければ計画を

策定しても実効性は低いこと。 
・給水管については個人管理のため市としては未策定 
・公道内の鉛管給水管については、漏水修繕時に市の費用で撤去しているが、宅内（民地

内）は個人負担でお願いしている。 
・鉛製給水管の一部は把握しているが、全体の把握が出来ていない。 
・配水管（老朽管更新）改良工事及び漏水修繕工事時に鉛製給水管をビニール管等の給水

管に取り替えているため。 
・2012（平成 24）年度中に A 水道事業と事業統合するため。 
・下水道工事に伴う配水管布設替工事の際、給水管の布設替（鉛管）を行っている。 
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③策定済の事業体にお伺いします。更新は計画どおり進捗していますか。 
また、その理由を記入願います。 

1.計画以上
に進捗して
いる

2.計画どおり
進捗してい
る

3.計画よりも
進捗が遅れ
ている

4.ほとんど進
捗していな
い

未回答 （計）

回答数 0 2 0 0 0 2  
 
＜回答の理由＞ 
・市で把握している残鉛管個数は、約 800 個と想定し更新計画を立てている。 
・また、2010（平成 22）年度より検定満期量水器の取替時に給水管の管種を順次確認し、

2016（平成 28）年度時点では、給水管全ての管種が確認できる予定である。 
・2011（平成 23）年度より計画的に鉛管対策工事に着手し毎年 80 個づつ取替えが完了す

る予定である。 
 
④どのような仕組があれば、布設替えが促進されるとお考えですか。【複数回答可】 

1.布設替え
までの手続
きを解説した
指針

2.布設替え
に対する財
政支援

3.布設替え
費用の概算
ができる
ツール

4.より安価な
鉛製給水管
の布設替え
工法

5.鉛製給水
管の布設状
況が探知で
きる新技術

6.その他 （計）

回答数 4 15 4 12 9 4 48
比率＊ 20% 75% 20% 60% 45% 20% -
※2事業は未回答
＊回答事業体数に占める比率  

0 2 4 6 8 10 12 14 16

1.布設替え指針

2.財政支援

3.費用概算ツール

4.安価な工法

5.探知技術

6.その他

 

＜その他の内容＞ 
・残存している箇所は把握しているので、建物の改造や新築に合せ布設替を促すよう努力

する。 



74 
 

・法制度の整備により布設替に強制力を持たせること。これが最も効果的である。 
・サドル分水栓で止水できない箇所があったり問題があるため、配水管の布設替えと合わ

せて、給水管の布設替えを実施するにあたり、財政的な支援が必要。 
・公共下水への切替と同時に鉛製給水管の布設替えを計画しています。 
 
（２）まとめ 

 調査の結果、2009（平成 21）年度当時に未着手事業体であってもその後計画を策定して

いる事業体があり、策定済み事業体では計画通り布設替えが進んでいるという結果を得た。 
 このため、布設替え計画の策定がまず重要であると考えられる。 
 また、布設替え促進方策としては、「財政支援」を挙げた事業体が最も多く、次いで「安

価な工法」、「探知技術」といった順になっていた。また、その他の内容では、法制度の整

備により布設替えに強制力を持たせるべきとの意見があった。 
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5.2.2 先進事業体 

 先進事業体調査は、布設替え促進対策の内容や布設替えを計画的に進めるにあたっての留

意事項等を確認することを目的としているため、回答結果から各項目別に回答内容の整理を

する。 
 
1）鉛製給水管布設替え計画について 
 鉛製給水管布設替え計画については、策定されていれば件数・延長の把握がなされ、進捗

を確認することができた。計画対象は公道部のみとする場合私道部（宅地部）も毛規格対象

に含めている場合があった。計画期間は 6～27 年と幅があり、進捗率については 3～97％
であった。なお、既に 2006（平成 18）年度末までに概ね取り替えを完了している事業体が

1 事業あった。（私道・宅地内に僅かに残された鉛製給水管は 2007（平成 19）年度以降の

巡回調査作業時に再度調査し解消） 
 実施の組織体制は、「既存の組織体制のままで担当を兼務して実施」していた。（1 事業未

回答） 
 
①鉛製給水管布設替え計画を策定されていますか。 

1.策定済 2.策定中 3.未策定 （計）
回答数 5 0 2 7  
※すでに計画事業が終了している東京都分を除く 
※未策定を選択した事業体においても事業見通しがある場合がある 
 
②計画対象は以下のどの範囲ですか。 

1.公道部の
み

2.私道部（宅
地部）のみ

3.公道及び
私道部（宅
地部）

4.範囲は明
確に定めて
いない

（計）

回答数 2 0 4 0 6
※すでに計画事業が終了している東京都分を除く
※未回答1  
 
③計画期間と現在の進捗率を教えてください。 

計画期間 進捗率（％）
A事業体 27 30.9
B事業体 10 86.0
C事業体 19 3.3
C事業体 16 62.3
E事業体 9 97.3
F事業体 6 75.5  

※未回答 2 
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④計画はどのような組織体制で実施しましたか。 

1.新たに計
画実施のた
めの部署を
設置

2.新たに計
画実施のた
めの担当を
任命（専任）

3.既存の組
織体制のま
まで担当を
兼務して実
施

4.その他 （計）

回答数 0 0 7 0 7  
※未回答 1 
 
2）布設替え等促進方策について 
 布設替え促進方策については、広報は「鉛製給水管健康被害についての情報提供」が最も

多く、次いで「鉛製給水管残存に関する問い合わせ方法」についての広報であった。 
 財政支援策については、あまり活用されていないのが現状である。効果がなかった理由と

して手続きの煩雑さが挙げられていた。 
 
①鉛給水管布設替えに関する広報の内容について教えてください。【複数回答可】 

0 1 2 3 4 5 6 7

1.健康被害

2.布設替計画

3.補助金制度

4.残存に関する問い合わせ

5.その他

 
 
②鉛製給水管布設替えにおいて採用している財政支援策について教えてください。 

a) 起債
公道部 宅地部 公道部 宅地部 公道部 宅地部

回答数 1 0 0 2 2 0 0

b) 助成制度 c) 融資制度 d) その他独自の財政支

 
 
 
③鉛製給水管布設替えにおいて実施した財政支援策の効果はありましたか？ 



77 
 

効果がなかった場合どのような改善策が必要または有効と考えられるか教えてください。 
 

1.効果あり 2.効果がな
かった

（計）

回答数 1 1 2  

（上記以外の他事業体は未回答） 
 
＜有効と考えられる改善策＞ 
・融資に至るまでの手続きの簡素化が有効と考えられる。 
 
3）探査方法・布設替え工法について 
 探査方法としては、「給水台帳」を用いている事業体が最も多く、次いで「配水管布設時

に確認する」「探査」となっていた。また、探査技術を用いて「探査」している事業体が 1
事業（金属探知機による探査が有効との意見あり）、巡回調査作業の中で既存図面等で現地

確認している事業体が 1 事業あった。 
 布設替え工法については、ほとんどが開削工法で実施されており、一部状況に応じて非開

削工法を採用している事業体があった。また、現在の給水管埋設箇所と同じ箇所での更新工

事が困難な場合は、新規取り出し工事と、既存の分水箇所の止水工事をもって更新工事が完

了したこととしているという情報もあった。 
 更生工法は今回アンケート調査対象事業では採用している事業体はなく、pH 調整は 3 事

業で採用されていた。 
 
3-1）探査方法 
①鉛製給水管の調査方法を教えてください。【複数回答可】 

1.給水台帳 2.配水管布
設時に確認

3.探査 4.その他 （計）

回答数 7 2 2 1 12  

＜その他の内容＞ 
・管路情報管理システム 
・磁気ファイリングシステム（給水装置新設（増設・改造）承認申請書） 
 
②（他水道事業体で）給水台帳が十分整備されていない場合、どのような方法で鉛製給水管

の確認・調査を行えば良いとお考えかご意見をお寄せください。 
 
・金属探知機による探査は有効であった。 
・本市も給水管の材質が記載していない台帳が多く、布設年度、量水器前後の目視できる給
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水管で材質を想定している。 
・給水装置新設（増設・改造）承認申請書により確認する。 
・メータ部に鉛製給水管が使用されているかは検針時などでも確認できると思うが、地中に

埋設されている場合は図面が無いと調査は難しいと考える。 
 
3-2）布設替え工法 
①布設替え実績における工法の大まかな採用実績を教えてください。 
 開削工法がほとんどを占める。 
 ２つの事業体で非開削工法を採用（比率は 0.4％~1.0％）。 
 
②非開削工法について、どのような方法を採用していますか。また、それらの課題と改善策

があればお教えください。 
 
＜採用方法＞ 
・引き抜き工法 
・エクストラクター工法、リプール工法 （2005（平成１７）年度より採用） 
 
＜課題＞ 
・地山の状態や、既存の鉛給水管の延長などの条件によっては、施工ができないことがある。

  
＜改善策＞ 
・道路横断部分においては、片側を開削することにより、更新対象の鉛給水管の引き抜く距

離を短くして施工した。 
 
③布設替え以外の対策の実施状況を教えてください。 

1.実施 2.検討中 3.未実施 （計）
a) 更生工法 0 0 5 5
b) ｐH調整 3 0 3 6
※a)未回答3事業
※b)未回答2事業  
＜その他内容＞ 
・現在の給水管埋設箇所と同じ箇所での更新工事が困難な場合は、新規取り出し工事と、既

存の分水箇所の止水工事をもって更新工事が完了したこととした。 
 
④更生工法について、どのような方法を採用していますか。 
 また、それらの課題と改善策があればお教えください。 
（回答なし） 
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⑤鉛製給水管の布設替え工法・布設替え以外の工法について、 
 経済性・施工性等を考慮するとどのような工法が良いとお考えですか。 
 
・単独では行わず、配水管布設替工事に併せて給水管の布設替を行うと経済性・施工性は優

位になります。 
・地上部の状況によっては、新規取り出し工事と既存の分水箇所の止水工事は、経済性、施

工性共に有効であると思う。 
・本市の鉛製給水管更新計画は、配水管引込部からメーター前後までの鉛管の取替を、市の

単独事業として直接布設替えしております。また、漏水修繕・配水管布設替時に給水管切替・

道路や下水道事業等他の事業と同調施工で実施しております。しかし、件数が非常に多く、

事業費も相当かかるため、20 年間の長期にわたる計画を策定して進めている状況でありま

す。 
 
4）今後鉛製給水管布設替えを全国的に推進するために必要と考える制度や方法について 
 広報の継続とともに、官と民の現実的に可能な役割分担を設定してはどうかという意見や、

国の重要施策として捉えているのであれば補助金制度も検討していただきたいという意見

があった。 
 
＜意見＞ 
・鉛による健康被害の度合いの広報が必要。 
・官民ともに鉛製給水管の取り換えを積極的におこなっていくことは財政的に負担が大きい

ことから、官としては配水管の布設替工事や漏水修繕時の取り換えを、民としては、家屋等

の新築時の取り換えを推進していくことが現実的な対応であると考えています。 
・他市町では、個人に対して補助制度等を採用している自治体もあるようですが、国の重要

施策として捉えているのであれば、補助金制度も検討していただきたいと考えます。 
・それぞれの水道事業体において財政事情が異なると思いますが、国からの補助金なども含

めて事業費の確保ができないと取り替えが進まないと思います。 


